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第1章 はじめに 

 

1.1 研究背景と目的 

近年、環境問題に対する関心の高まりとともに、炭素固定化などを目的として、木材の積

極的な利用を目指した取り組みが進められている。建築分野においては、特に木材を構造材

として用いた建築物の建設が促進されている。脱炭素社会の実現に資する等のための建築

物等における木材の利用の促進に関する法律[1.1]が制定されるなどし、中大規模木質構造

を都市に取り入れる取り組みがなされているところである。一方住宅に着目すると、日本に

おける新築住宅着工戸数の約 6 割、戸建て住宅では約９割は木造で建築されている[1.2]。

木造住宅においては、2009 年に長期優良住宅普及促進法[1.3]が施行され、これまでおよそ

30 年といわれていた木造住宅の寿命を 100 年程度まで延ばすこと、つまり木造住宅の長寿

命化が求められている。これから建てられる新築の木造住宅はもちろんのこと、地球環境面

や住民の資産維持などを考えた場合には、既存住宅についても適切な改修・修繕をおこない

ながら長期的に使用していくことが重要であると考える。 

 建物が取り壊される要因の一つとして、地震によって損傷を受けることが挙げられる。こ

れまで、大地震を受けるたびに木造住宅を中心とした多数の建物の倒壊を含む被害が報告

されてきた。例えば、1995 年兵庫県南部地震では、元々耐震性能が十分でないと指摘され

ていた 1981 年以前に建築された旧耐震住宅や、築年数が古く老朽化が進んでいた住宅、さ

らには、不適切な施工がなされていた住宅について深刻な被害が発生した[1.4]。これを受

けて耐震基準の見直しが図られ、いわゆる 2000 年基準においては、それまで「つり合いよ

く配置する」とされていた耐力壁の配置が具体的に規定されるようになるなど、耐震性の向

上が図られた。また、2 度にわたる強震動が観測された 2016 年熊本地震においても、多数

の木造住宅の被害が報告された。特に被害の大きかった益城町中心部については、日本建築

学会九州支部熊本地震災害調査委員会が設置され、被災建物の悉皆調査（全棟調査）が実施

されており、旧耐震住宅の倒壊を含む多くの木造住宅の被害が明らかとなる一方、旧耐震以

降から 2000 年までに建てられた住宅においても倒壊被害が報告された。1981 年以前の旧

耐震住宅についてはいわゆる全壊とされる被害が 40％を超え、新耐震基準以降である 1981

～2000 年の建物ではおおよそ 20％、2000 年以降の建物に関しては 6％であった[1.5]。 

 このように大地震による木造住宅の被害が報告される度、その耐震性向上の必要性が議

論されている。特に 1995 年兵庫県南部地震の後には、数多くの木造住宅の振動実験が実施

されるようになり、その地震時挙動の把握のためのデータの蓄積及び分析が進められてき

た。1981 年建築基準法の改正以前に建てられた既存木造住宅について耐震補強を施すこと

で必要な性能を示すことができること[1.6]、耐震等級を引き上げることで大地震による被

害を軽減できるかについて耐震等級 3 の木造住宅を用いた実証実験[1.7]などが報告されて

いる。現在の木造住宅では、適切な耐震設計をおこない、規定通りの施工をおこなうことで、
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大地震に対しても必要な性能を示すことができると言える。これまでは、大地震被災時に建

物が倒壊せず、人命が守られさえすればよいという考えに基づき、木造住宅の耐震性能の向

上が図られてきた。しかし、品確法で耐震等級として 1、2、3 の 3 種が存在し、特に最近

では、より高い耐震性能を持った等級 3 以上に相当する住宅が建ち始める状況にあること

などから、地震時の安全性はもちろんのこと、大地震被災後の継続使用や資産維持への需要

が高まっていることが窺える。また、被災住宅の継続使用率を上げることは、地震被災後の

地域の機能維持や早期復興の面からも重要な課題である。そのため、大地震を被災しても倒

壊しないことは当然として、その後も安全に使い続けられる住宅について、その必要性能の

検討が必要である。 

 大地震被災後の継続使用率を上げるためには新築住宅の耐震性能向上はもちろんのこと、

既存住宅の耐震補強を適切に進める必要がある。一般に耐震性能は新築時の性能をもって

議論されることが多いが、木造住宅は使用期間内に複数回受けると考えられる地震による

繰返し変形を経験することにより、耐震性能が低下する可能性がある。また、既存住宅の耐

震補強のためには、補強計画の際に現状の耐震性能を適切に評価する必要があるため、この

ような耐震性能劣化を考慮する必要がある。また、木造住宅のより長期的な使用のためには、

繰返し変形による耐力劣化傾向を把握し、新築住宅についてはこれを考慮した耐震設計を

おこなう必要がある。また、既存住宅については耐震診断や耐震補強によって、その安全性

を担保しなければならないと考える。 

 後述するように、木造住宅の倒壊挙動の把握のための振動台実験や耐力壁のせん断実験

が盛んにおこなわれてきたことや直接人命に関わる大変形域での建物の性能把握に関する

注目度が高かったことなどを背景に、大変形の繰返しによる耐震性能の低下や応答変形へ

の影響についての検討は比較的進んでいると言える。しかし、使用期間中に複数回受ける可

能性のある小・中地震による多数回の繰返し小変形による耐力低下についての検討例は極

めて少なく、それが大地震時の応答変形に与える影響は明らかとなっていない。日本では、

小・中地震が頻繁に発生しており、例えば茨城県では過去 30 年間において、震度 3 の地震

が 300 回程度発生している状況にある[1.8]。このような地震によって、一般的に弾性域と

みなされるような 1/450rad や 1/300rad といった微小な変形を多数回受けた場合、木造住

宅の耐震性能や大地震時の応答変形にどの程度影響するのかを把握しておくことは重要な

課題である。 

そこで本研究では、使用期間における小・中地震による繰返し変形が木造住宅の耐震性能

に与える影響を明らかとすることを目的とする。本研究では、耐力壁の疲労限度を明らかと

することではなく、あくまで考えられる繰返し数の中でどのように耐震性能の低下が起こ

るかを明らかとすることを主眼に置き、検討を進める。さらに、木造住宅のより長期的な使

用を可能にすることを目標に、大地震被災後の継続使用を想定した必要耐震性能について

繰返し変形による劣化を含めて検討する。建物の設計クライテリアとして、大地震被災後に

継続的に使用するための損傷度合いの限界（継続使用限界変形角）を取り上げる。2016 年
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熊本地震の被災建物の追跡調査によって、その多くが継続使用されずに取り壊されている

現状を示した上で、継続使用限界変形を検討し、その変形に抑えるための必要耐震性能につ

いて、繰返し変形による劣化を含めた解析的な検討を実施し考察する。 

概説すると、はじめに住宅の損傷状況と経験最大変形の関係を定量化し、被災住宅の継続

使用状況の調査結果と照合することにより、継続使用限界変形角を定義する。また、木造住

宅の面材耐力壁の性能を決定づける釘接合部及び実大耐力壁のせん断性能に繰返し小変形

が与える影響を実験的に明らかとし、釘接合部の実験結果から耐力壁の劣化傾向が推定可

能かどうかを検討する。これらから得られたデータを用いて、劣化を考慮した木造住宅の地

震応答解析により、小・中地震が木造住宅の応答変形に与える影響を明らかとするとともに、

劣化を考慮した場合の耐震性能低減係数や応答変形が継続使用のクライテリアを満たすた

めに必要な耐震性能について論じる。なお、実際の既存住宅においては、経年による木材の

瘦せや応力緩和などによる初期剛性の低下、蟻害・腐朽などの生物劣化による耐震性能の低

下が考えられるが、本研究では小変形の繰返しによる劣化のみを対象とし、考慮しないこと

とした。 

 以下、次節では、繰返し変形による釘接合部や耐力壁の劣化現象に関する既往の研究につ

いて概観し、1.3 節では本研究の特徴と位置づけについて述べる。 
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1.2 既往の研究 

 繰返し変形による劣化現象は、一般的には疲労現象と呼ばれる。建築分野においても疲労

現象が耐震性能に与える影響についての検討がなされており、特に疲労による影響が大き

い鋼構造においては研究が進んでいる。例えば、Tong ら[1.9]や Guo ら[1.10]は地震時に鉄

骨フレームにおける溶接接合部が低サイクル疲労を受け、破壊に至ることを報告している。

木材においては、疲労現象について、古くは主に木質材料を用いたタービンのブレードに着

目した検討が実施されてきた [1.11]。木質構造の分野においては、木材や木質部材の材料

特性を明らかにするという位置づけで疲労現象を検討したいくつかの文献が存在する。渡

辺らはスギとセランガンバツを対象として、曲げ疲労の影響を検討している[1.12]。この中

で、静的実験で得られた最大耐力の 70-110％の範囲で検討した結果、載荷周期に関わらず

破壊時の蓄積ひずみエネルギーが破壊のクライテリアであるとともに、静的実験における

ひずみエネルギーを用いて、これが推定可能であることを示している。杉本らは合板の厚み

方向のせん断に対する疲労現象について検討し[1.13-1.15]、その結果として疲労寿命につ

いてひずみエネルギーに基づいた推定手法の提案と、その手法の確かさを正負交番載荷に

おける初期のサイクルの結果を用いて説明している。佐々木らは、引張-ねじり複合繰返し

加力における木材の疲労耐力について実験的に調査している[1.16]。Thompson らは OSB

や MDF をデッキの床材として使用した場合を想定した曲げ疲労現象に関する調査を実施

している[1.17, 1.18]。 

 以下に、釘またはビス接合部、耐力壁やその復元力特性のモデル化に関連する先行研究の

内、本研究と関連性の高いものについてまとめる。 

 

 

1.2.1 繰返し変形による釘接合部の劣化現象 

 木造住宅におけるせん断力に対する主な抵抗要素は耐力壁である。特に面材耐力壁の場

合には、面材と軸組の釘接合部のせん断性能が耐力壁の性能を決定づける。したがって、耐

力壁の疲労現象を明らかとすることを目的として、いくつかの釘またはビス接合部の繰返

し加力実験（疲労実験）が報告されている。釘接合部は地震による正負交番繰返し荷重を受

けた場合に釘が低サイクル疲労を引き起こすことが知られており、特に繰り返される変形

が大きい場合には、それが耐力や靭性低下につながることが報告されている。 

 海外においては、北米やヨーロッパを中心として研究が進められてきた。北米では、light 

frame timber structure の繰返し変形に着目した研究がされてきた[1.19, 1.20]。米国の

CUREE-Caltech project を代表例に様々な検討が進められており、面材と軸組の接合部の繰

返し加力実験が報告されているほか[例えば 1.21]、データベース化が図られた例もある

[1.22]。OptimberQuake project では、OSB や石膏ボードを用いた接合部について繰返し変

形に着目した検討がなされている[1.23]。さらに、パーティクルボードを用いた接合部の実

験結果についても報告されている[1.24]。その他の検討として、Soltis らはダグラスファー
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を主材に、側材にベイマツと合板を用いた釘接合部の疲労現象を報告している[1.25]。繰返

し変位は 0.76～3.8mm 程度の範囲で、繰返し数は 40 回である。側材の種類に関わらず、

0.76mm の場合でもはじめの 10 回繰返しにおいて明確な荷重低下が確認された。荷重速度

による差異としては、1Hz と 10Hz では 10％以下であったと報告している。Casagrande ら

は、木質構造における様々な種類の接合部について低サイクル疲労耐力を解析することを

目的として、面材と軸組、木材同士、鋼材と木材の接合部について 40 種類を超える繰返し

実験の結果を報告している[1.26]。実験の結果、繰返し変位と荷重低下の関係について、1

から 3 サイクルの間で線形の関係があることなどを報告している。 

日本においても、繰返し変形に着目した研究がいくつか実施されており、例えば、宮澤

[1.27, 1.28]は、釘接合部の風や地震時の挙動を明らかにするために、数百～数千の繰返し

荷重下での強度劣化や疲労破壊の可能性を検討しており、振幅 1mm 以下では 3 万回程度で

疲労破壊はみられず、それ以上の振幅では次第に不安定化し、釘の破断を伴う疲労破壊が起

こると述べている。徳田[1.29]は、主材をベイツガ製材、側材をベイツガ合板とした時の実

用上の疲労限度を耐力比にして約 30％と提案している。また主材と側材間のすべりとして

1mm が疲労破壊を生じるかどうかの臨界点であったと報告しており、先の報告内容と一致

している。若島らは一連の研究[1.30-1.32]において、主材をベイツガ、側材をラワン合板、

接合具を CN50 とした試験体について繰返し変形を与えた実験結果を報告している。いく

つかの加力方法による結果を報告しており、変位制御では 0.2mm から 0.2mm ずつ変位を

増やしながら 2mm まで各 10 回ずつ繰り返し、その荷重低下を確認している。澤田ら[1.33]

は、合板とホワイトウッドの CN50 釘を用いた接合部について、0.5mm から 5.0mm の変形

を 10 回ずつ繰り返した実験結果を報告し、ピーク荷重の低下傾向を確認している。廣瀬ら

[1.34, 1.35]は、0.25mm といった弾性域の微小な変形においては、繰返し数の増加による極

端な耐力低下がみられなかったこと、加力履歴を正負交番の 10 ステップ、各 10 回の繰返

しとした試験体については、疲労による釘の破断がみられたことを報告している。平井らは、

釘接合部の疲労特性についていくつか報告している[1.36, 1.37]。CN50 釘を用いてラーチ

合板とトドマツを留めつけた試験体の実験[1.36]では、動的載荷の場合には釘の低サイクル

疲労が起こる可能性があることを示している。また大変形の繰返しは、共振地震動による固

有周期の低下による等価剛性の低下を引き起こし、深刻な損傷の原因になる可能性を指摘

している。長瀬らは釘やビスの低サイクル疲労を考慮して合板耐力壁の荷重変形関係を推

定するために、合板とスギを用いた接合部の繰返し加力実験を実施している[1.38]。ISO で

規定される終局変位の 1.25％から 120％までの変位を 1 回または 3 回繰り返す載荷履歴と

終局変位に対して 1％ずつ変位を増加させていく載荷履歴の 2 つの異なる載荷履歴を用い

た実験結果を報告している。 

 一方で、これらの先行研究の多くが各サイクルの繰返し数が少ない、もしくは対象として

いる変形が降伏耐力以降であることが多いこと、小変形の多数回繰返しをおこなっている

ものについても、その多くが疲労限度を明らかとすることを主目的としているために、各繰
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返しでの荷重低下を細かく分析している例は少ない。 

 

 

1.2.2 繰返し変形による耐力壁の劣化現象 

複数回の繰返し変形による耐力劣化現象として、特に大変形域においては耐力低下及び

復元力特性に与える影響が大きく、その後の地震に対する木造住宅の応答変形に大きく影

響する可能性があることが指摘されている。海外においては、耐力壁のせん断性能について

も先述した米国の CUREE-Caltech Woodframe プロジェクト[1.39]をはじめとして、繰返し

変形による耐力壁の劣化現象に着目した様々な研究が実施されている[1.40-1.47]。さらに、

これらの劣化の影響を評価に含めるための実験履歴も提案されている[1.48]。OSB パネル

を用いた耐力壁の構造性能に対する繰返し荷重の影響が示された例もある[1.49]。 

日本における研究を挙げると、例えば、今西ら[1.50]は、1/300rad 及び 1/120rad を多数

回繰り返す実験を実施しており、1/120rad を 1000 回繰り返した場合にはピーク値が 70％

程度低下することや、エネルギー吸収能力については繰返し 3 回目まででとりわけ大きく

低下することなどが報告されている。大野ら[1.51]は合板及び筋かい耐力壁について、降伏

耐力の 75％～1600％の変形を最大 10 回繰り返す実験をおこない、変形が 12mm の繰返し

による耐力低下はみられなかったと報告している。下村ら[1.52]は、木造住宅の耐風性能を

評価するための復元力特性を検討することを目的とした繰返し加力実験を報告しており、

荷重及びエネルギー吸収能力が繰返し回数の進行とともに低下することを報告している。

梶川ら[1.53]は、木質接着パネル、筋かい耐力壁、合板耐力壁について繰返し数 10 回の動

的水平加振実験をおこなった結果を報告している。村知ら[1.54]は、1/200rad 以上の変形を

対象としたランダム載荷により耐力劣化傾向を考察し、疲労寿命について論じている。五十

田ら[1.55]は、枠組壁工法仕様の石膏ボード壁を対象とし、1/120rad 以上の変形の繰返しに

よる劣化傾向を確認し、合板壁などと比較して荷重低下が大きいことを報告している。山崎

ら[1.56, 1.57]は、一連の研究において、大変形域での繰返し載荷による筋かい及び合板耐

力壁の耐力劣化挙動を報告している。降伏変形程度以降として終局変形の 1/4 倍から 2/3

倍までの変形を 30 回繰り返すことによって性能評価をおこなう実験を実施し、終局変位の

1/2 倍以上の繰返しによって、筋かい壁では最大耐力が低下し、合板壁の場合にはほとんど

耐力がなくなったこと、サイクルの増加に伴う荷重低下は一定値に収束する傾向がみられ、

変形が大きいほど収束値は小さく、収束速度が速いことなどを報告している。また、筋かい

壁の方が合板壁よりも繰返し載荷による劣化が緩やかであることが明らかとなった。さら

に、応答スペクトル形状が同様の地震波であっても繰返し数の多い履歴の方が耐力劣化は

大きく、応答変形が増加する可能性があることを指摘している。さらに、新井ら[1.58]や峯

村ら[1.59]の研究などにみられるように、制振素材を耐力壁に用いて、繰返し荷重に対する

劣化を抑制しようという試みもいくつか報告されている状況である。 
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1.2.3 繰返し変形による劣化現象を考慮した復元力モデル 

木造建物の時刻歴応答解析のために、木造耐力壁の非線形挙動のモデル化についても検

討が進められている。枠組壁構法については、Stewart [1.20]が繰返し実験結果の挙動を再

現する復元力特性を提案している。また、Foliente ら [1.60]は 10 以上のパラメータを持つ

関数モデルを提案し、繰返し実験の結果を精度よく追跡できることを示している。さらに、

Folz ら[1.61]は、骨格曲線を exp 関数で表し、繰返し挙動ではピンチングの後に最大点を指

向するモデルを提案した。Pang ら [1.62]は、Folz の指数関数モデルを踏襲しつつ、繰返し

変形時の剛性劣化を考慮できるように 2 つの骨格曲線を持つ Evolutionary Parameter 

Hysteretic Model （以下、EPHM）を提案した。さらに、このモデルを基として人見ら[1.63]、

五十田[1.64]は、一定の変形量での複数回の繰返し変形において、繰返し変形の際に指向す

る最大点の低下現象を考慮したモデル（改良 EPHM）を提案しており、振動台実験の結果

をうまく模擬できることを確認している。他にも、Filiatrault [1.65]による剛性劣化を考慮

したモデル、Davenne ら[1.66]による強度低下を考慮したモデルが提案されている。Ayoub 

[1.67]は、強度、剛性劣化を考慮した復元力特性を提案し、振動解析をおこなった結果、木

造建物の応答評価の際に劣化の影響を正確に考慮することの重要性を強調している。山崎

ら[1.68]は、降伏を超える大変形領域での耐力壁の荷重低下の影響を等価線形化法に組み込

んだ評価方法の提案をおこなっている。 
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1.3 本研究の特徴と位置づけ 

 本研究では、小・中地震による繰返し変形による耐震性能劣化を明らかとするとともに、

繰返し変形の影響を見込んだ場合の耐力低減度合いや継続使用のクライテリアを満たすた

めに必要な耐震性能を提案することを目的とした。特筆すべき点は以下の 2 点である。 

  

1. 木質構造分野においては研究事例の少ない小・中地震に対する繰返し変形による耐力劣

化現象を明らかとする点。 

2. 耐力劣化した構造部材のデータを基に住宅全体の解析的評価をおこなう点。 

 

1995 年兵庫県南部地震の後、木造住宅にはより安全な性能が求められるようになり、耐

震性能の向上に向けて様々な検討が進められている。しかし、より長期的に木造住宅を使用

することを考えた場合、新築住宅については将来受けることになる複数回の地震を見越し

た必要性能の提案、既存住宅については現状の残存耐震性能を評価し、適切な補強量を選択

するという観点から、使用期間における劣化の影響を考慮することが必要不可欠である。劣

化要因の一つである繰返し変形による影響について、木質構造においては降伏変位を超え

るような変形、特に最大耐力時変形前後の繰返しによる劣化特性の検証は比較的盛んにお

こなわれているものの、多数回の小変形の繰返しが木造住宅の耐震性能に与える影響は明

らかとなっていないのが現状である。耐力壁の耐震性能は、通常同様の変形を 3 回ずつ繰

り返すことで性能評価をおこなうが、一般に弾性域とみなされるような比較的微小な変形

を多数回受けた場合に最大耐力や剛性の低下が起こるのか否かの検証はほとんどされてお

らず、その後大変形を経験した場合に既定の性能が担保できるか、大地震時の応答変形に影

響するかどうかは明らかとなっていない。本研究ではこれらを明らかとすることで、木造住

宅の長期使用を考えた際に考慮しなければならない耐力劣化の評価を可能とすることを目

的とした。 

本研究は、単位接合部のせん断実験、耐力壁のせん断実験、実験で得られたデータを用い

た住宅の解析と積み上げ型の研究であるところに特徴がある。単位接合部実験から得られ

たデータを用いて耐力壁の劣化傾向の評価を試み、仕様が変わった場合においても比較的

簡便に実施できる接合部要素の実験によって劣化傾向の評価が可能となることを目指す。

さらに、最終的に住宅の応答変形について解析的な検討をおこなうことにより、適応範囲を

広くできることが特色である。木造住宅の振動解析に、検討した耐力劣化現象を盛り込むこ

とで、築年数（微小変形を受ける回数）や元々の耐震性能などの違いに応じた評価を可能と

する。 

最終的には、木造住宅の適切な高耐震化や耐震補強を適切に進めることによって地震時

の被害軽減のほか、継続使用率の上昇によって街のロバスト化につながると考える。今後の

住宅の長寿命化に向けて、既存住宅の評価のみならず、現在あるいはこれから建てられる住

宅について、将来の残存耐震性能を把握するための資料となり得ると考える。  
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1.4 本論文の構成 

 本論文は 6 章から構成され、各章の構成を以下に示す。 

 

 第 1 章では、研究の背景や問題点、既往の研究や本研究の目的について述べた。 

第 2 章では、仕上げの損傷状況から経験最大変形角を推定するための指標について検討

し、2016 年熊本地震を被災した木造住宅のその後の使用状況との対応から、継続使用のク

ライテリアについて検討する。 

第 3 章では、釘接合部に多数回の繰返し小変形を与える 1 面せん断実験を実施し、荷重

低下傾向や強度特性に与える影響を実験的に検証する。 

第 4 章では、小変形の繰返しが耐力壁のせん断性能に与える影響を実験的に検証すると

ともに、耐力壁の荷重低下傾向が釘接合部の荷重低下傾向から説明可能かを検討する。 

第 5 章では、耐力壁の多数回の繰返し加力実験から得られたデータを用いて、繰返し変

形による荷重低下を考慮した木造住宅の地震応答解析をパラメトリックに実施する。得ら

れた解析結果から、小・中地震が大地震時の応答変形に与える影響について検討するととも

に、このような劣化現象を考慮した場合、大地震後の継続使用のために必要な耐震性能につ

いて論じる。 

最後に第 6 章でこれらの結果を取りまとめて、一連の研究を総括する。 
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1.5 対象とする地震動と想定変形の定義 

 本研究で対象とする地震動及び実験で繰返し対象とする変形領域について定義する。小・

中地震によって引き起こされる繰返し変形に起因する耐力劣化を対象として論を進める。

本研究では小・中地震を、建築基準法における稀地震以下の地震を想定し、気象庁震度で 3

～5 弱程度の地震とする。ここで震度階を指標として用いたのは、地震の強さを表す指標と

してよく用いられており、一般になじみやすいと考えたからである。ただし、震度階級と実

際の地震被害は必ずしも一致しない点には注意されたい。なお、耐力壁内の最も変形の大き

い釘接合部が降伏しない程度の変形が繰り返される状況を想定している。 

 本研究での実験における繰返し変位や繰返し数などの試験条件を決定するために、各震

度に対応する地震の発生回数と木造住宅の応答変形を検討する。 

 ここでは繰返し数は、各県庁所在地において過去 30 年間に発生した各震度に対応する地

震の発生回数を気象庁震度データベース[1.8]より調べ、そのうちの最大回数を目安に設定

することとした。実際には地震 1 回の継続時間中に微小変形の繰返しが含まれるが、ここ

では地震 1 回あたりの最大変形に着目することとして無視した。また、同じ震度の地震で

も地盤特性や地震波の卓越周期の違いによって、耐震性能に与える影響が異なると考える。

個別の地盤特性や地震波を想定した検討をおこなうことで、より現状に近い結果が得られ

ると考えるが、本研究では、まず、様々な周期を含んだ地震波に対する劣化傾向を明らかと

するために BSL 波が適当であると判断し、第 5 章の解析においては BSL 波に絞った検討を

実施することとした。各県庁所在地における過去 30 年間での地震発生回数の内、最大数を

震度ごとに表 1.1 に示す。 

 

表 1.1 30 年間における各震度に対応する地震の最大発生回数 

震度階 震度 2 震度 3 震度 4 震度 5 弱 震度 5 強 

発生回数 679 335 81 7 3 

 

 続いて、各震度の地震における木造住宅の応答変形を検討する。建築基準法上の最低限の

性能を持つ 3 棟の住宅モデルに各震度に対応する地震波を入力する解析を実施した。ここ

で最低限の性能とは、壁量計算で壁量充足率 1.0 となる住宅のことであり、層せん断力係数

（１層の許容耐力/建物の総重量）で表すと 0.2 程度の性能に相当する。地震応答解析は京

都大学生存圏研究所が公表している木造住宅倒壊解析ソフトウェア「wallstat438」[1.69]を

用いて実施した。解析モデルは実在する住宅の平面計画を基に作成し、耐力要素は最も一般

的に用いられる合板耐力壁のみとし、設定パラメータはソフトウェアに添付されているも

のとした。作成した解析モデルを図 1.1 に、解析に用いた合板耐力壁の荷重変形関係を図

1.2 に示す。なお、解析モデルは稀地震を入力した際の層間変形角がおおよそ 1/120rad に、

極稀地震を入力した際の層間変形角がおおよそ 1/30rad になるように微調整した。また、柱

頭柱脚接合金物は、柱が引き抜けず耐力壁のせん断変形によって建物の耐震性能が決まる
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と仮定し、ソフトウェア付属の 25kN 金物相当のパラメータを一律に設定した。水平構面に

ついても剛床仮定が成り立つものとして、付属の構造用面材を設定した。 

作成した解析モデルに、防災科学技術研究所の強震観測網(K-NET, KiK-net)[1.70]より無

作為に 5 波ずつ選んだ各震度に対応する観測地震波を入力し、得られた応答値を参考に耐

力壁のせん断実験における目標変形を決定した。解析によって得られた 1 層の最大応答変

形を表 1.2 に示す。 

 さらに、釘接合部のせん断実験における目標変形は、耐力壁内における最も変形量の大き

い位置の釘の変形を想定して決定した。図 1.3 に示したように、面材を剛体とし、面材の中

央に縦に配列された釘接合部では、面材と軸組材（間柱）の相対変形が生じないと仮定し、

面材と柱部材との軸方向すべり量を算出した。具体的には、面材幅は 910mm であるため、

各層間変形角での釘接合部の変形量を 455mm×変形角として算出した。 

 

 

図 1.1 解析に用いた解析モデル 

 

 

図 1.2 解析に用いた合板耐力壁の荷重変形関係 
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表 1.2 1 層の最大応答変形の解析値（単位：mm） 

 震度 3 震度 4 震度 5 弱 

モデル A 

0.99 3.05 6.83 

1.16 3.97 14.05 

1.32 6.74 11.40 

2.96 9.64 12.57 

1.44 5.41 13.69 

モデル B 

0.96 2.94 6.57 

1.13 3.78 9.06 

1.35 7.30 12.70 

3.47 8.10 15.33 

1.97 6.44 12.72 

モデル C 

0.87 2.80 6.41 

1.09 3.65 9.07 

1.70 7.61 13.20 

2.80 8.87 15.77 

1.76 6.77 14.78 

平均 
1.66 

(1/1640 rad) 

5.80 

(1/470 rad) 

11.61 

(1/235 rad) 

 

図 1.3 釘接合部の変形量の算出方法 

 

 以上より、本研究における実験で対象とする変形量と繰返し数を表 1.3 のように定義し

た。小変形を多数回繰り返し与える加力実験にあたっては、表 1.3 を基に、第３章の釘接合

部のせん断実験では、釘１本あたりのすべり量として換算した値を、第 4 章の耐力壁のせ

ん断実験では変形角を載荷スケジュールに採用した。 

 

  

455

θ

中央列の変位は
0と仮定

面材柱

釘接合部の変位：
455θ
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表 1.3 目標変形と繰返し回数 

想定震度階 
層間変形角 

(rad) 
繰返し回数 

震度 3 
1/2000 200 

1/1000 200 

震度 4 
1/450 50 

1/300 50 

震度 4～震度 5 弱 1/200 10 

震度 5 
1/180 5 

1/150 5 
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第2章 仕上げ損傷から経験変形を推定するための指標と 

継続使用のクライテリア 

 

2.1 はじめに 

2016 年熊本地震により熊本県上益城郡益城町は、2016 年 4 月 14 日の前震と 4 月 16 日

の本震の 2 度にわたって震度 7 の揺れに見舞われた。益城町では木造住宅をはじめとする

多数の建物が大きな被害を受けた。これを受け、同年 5 月 3 日～8 日に日本建築学会九州支

部熊本地震災害調査委員会によって益城町の中心市街地を対象とした建物被害の悉皆調査

が実施されている[2.1]。調査は、被災建物の被害レベル、建築年代、構造種別などについて

おこなわれ、整理されている。さらに、2016 年熊本地震発生より 2 年後の現地において、

地震直後に悉皆調査を実施した地域を対象に全数調査を再び実施することにより、地震発

生から 2 年後の被災建物の補修・建て替え・取り壊しなどといった使用状況を把握すると

ともに、地震時の建物の被害レベルと継続使用状況や補修率・建て直し率などとの関係が分

析されている[2.2]。木造住宅について被害レベル別に地震より 2 年後の建物状況を示した

のが、図 2.1 である。なお、地震発生直後の被害レベルは、岡田・高井が提案している破壊

パターンの分類[2.3]に則って整理されており、外観上の調査結果から、D0 を無被害、D1・

D2 を一部損壊、D3 を半壊、D4 を全壊、D5・D6 を倒壊として分類されている。D0 から

D6 まで被害レベルが高いほど更地と建て替えで示される建物が取り壊されている割合が

高くなる傾向が報告されている[2.2]。一方で、半壊に分類される被害レベル D3 の建物の

８割強、一部損壊に分類される被害レベル D2 の建物でも約半数は被災後に取り壊されてい

ることがわかった。実際の罹災証明との関係は明らかとなっていないが、継続使用について

は一部損壊と半壊の間におおよそ判断の分かれ目があり、地震被害が D2 程度の損傷に抑え

られなければ、地震後に継続使用されにくい傾向があることが示されている。 

本研究では、被害レベル D2 を木造住宅の継続使用のためのクライテリアと設定すること

とした。そこで、被害レベル D2 に相当する応答変形を求めるために、木造住宅の内外装仕

上げの損傷状況と経験最大変形角の関係を定量化することを考えた。 

外観調査において仕上げ材の損傷状況から推定する経験最大変形角の精度を高めること

は、耐力壁を含む構造要素がどのくらいの損傷を受けているか、継続使用に十分な耐震性能

が残存しているかを正確に判断し、必要に応じて適切な補修がなされるためにも重要であ

る。内装や外装仕上げの調査に用いられる損傷度合いの評価指標の一つに、日本建築防災協

会の「震災建築物の被災度区分判定基準及び復旧技術指針」による被災度区分判定基準[2.4]

が存在する。しかし、この判定基準では中破や大破に分類されるような変形角を主な対象と

しており、継続使用を住人が判断に迷うような軽微や小破といった変形角での情報が不足

している。また、他にも仕上げの損傷状況から経験最大変形角を推定する試みは少数ながら
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実施されており、例えば鶴田らは内装仕上げとしてクロスや漆喰塗り壁、外装仕上げとして

サイディングやモルタル塗りなどの壁面を対象として、静的実験と動的実験の経験変形と

損傷状況の関係をまとめている[2.5]。また、大橋らは内外装仕上げや建具などの損傷状況

と木造住宅の経験変形との関係をまとめている[2.6]。しかし、実大住宅の振動実験と静的

加力実験で損傷状況と経験最大変形角の関係を比較している例は少なく、比較している試

験体の仕様が限定的であることやデータの蓄積が課題となっている。 

そこで、一般的な木造住宅を想定した仕上げを施した耐力壁及び非耐力壁について、静的

加力実験を実施し、観察結果から得られた経験変形と損傷状況の結果を、実大木造住宅の振

動実験やこれまで実施されてきた既往の報告における損傷観察の結果と比較して整理する

ことによりその関係性を明らかとし、実際に地震動を受けた住宅の仕上げの損傷状況から

経験最大変形角を推定するための評価指標を提案する。 

さらに、提案した評価指標と 2016 年熊本地震での実際の損傷状況を比較することで、継

続使用の条件となる被害レベル D2 に対応する木造住宅の経験最大変形角、すなわち継続使

用されるために抑えなければならない変形角を検討し、継続使用限界変形角として提案す

ることを目的とする。 

 

 

図 2.1 2016 年熊本地震より 2 年後の被災木造住宅の 

被害レベル別の使用状況（文献[2.2]より改変） 
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2.2 壁構面静加力実験 

 任意変形時及び残留変形時の内装仕上げの損傷状況の対応関係を詳細に確認するために、

内装仕上げを施した 2P 壁の静加力実験を実施した。 

 

2.2.1 実験概要 

試験体の詳細図を図 2.2 に、仕上げの詳細図を図 2.3 に、試験体一覧を表 2.1 に示す。ま

た、試験体の設置状況を写真 2.1 に示す。試験体は幅 1,820mm、高さ 2,730mm の 2P 仕上

げ壁とした。仕上げ壁の構造的な仕様は、一般的に用いられる壁として、筋かい又は構造用

合板を用いた耐力壁仕様、雑壁として取り扱われる間仕切り壁仕様の計 3 種とした。いず

れの試験体も柱、間柱及び梁にはスギ（平均気乾密度：432kg/m3、平均ヤング係数：7.15GPa）、

土台にはヒノキ（平均気乾密度：531kg/m3、平均ヤング係数：11.00GPa）を用いた。柱と

土台及び梁の接合は短ほぞ差しとし、N90 釘を 2 本平打ちし、山形プレート（VP）で留め

付けた。なお、本試験体は 2 階建ての 1 階で、上階及び当該階で出隅となっていない場合

を想定しているため、山形プレートによる接合で N 値を満足している。間柱と土台及び梁

は N75 釘 2 本を斜め打ちとした。壁紙の下地には厚さ 12mm の石膏ボードを用い、DTW-

41 ビスを外周部は 150mm ピッチ、中央部は 200mm ピッチで留め付けた。また、壁紙の収

まり上、910×2,730mm の石膏ボードの外側に図 2.3 に示すように 300×2,730mm の石膏

ボードを取り付けた。なお、壁紙はビニールクロスとし、石膏ボード同士のずれを観察する

ために図 2.3 に示すように片側のみ石膏ボード目地を残して貼った。 

 

  

図 2.2 試験体形状と寸法（単位：mm） 
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図 2.3 仕上げの詳細（単位：mm） 

 

 
写真 2.1 筋かい耐力壁試験体の設置状況 

 

表 2.1 試験体一覧 

 

 

筋かい試験体は筋かい－梁、土台及び柱接合部に筋かいプレートBP2を使用した。また、

それらの金物が留め付けられている側と反対側に図2.3に示すように石膏ボードを留め付け、

壁紙を貼りつけた。 

合板耐力壁試験体は JAS 構造用合板（樹種：カラマツ、区分等級：特類 2 級、厚さ 9mm）
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を金物側に図 2.3 に示すように N50 釘（＠150mm）で留め付けた。また、合板の裏面に石

膏ボードを留め付け、両面に壁紙を貼った。 

間仕切り壁試験体は非構造部分を想定したため、図 2.3 に示すように軸組の両面に石膏ボ

ードを留め付け、壁紙を貼った。このとき、金物側を裏側、反対側を表側と呼称することと

した。なお、石膏ボード目地はパテ埋め処理を施している。 

実験は、実際の建物と近い条件で実施するために図 2.4 に示すような載荷式とした。載荷

荷重は、2 階建ての 1 階を想定し、柱 1 本にかかる軸力を青井らの論文[2.7]を参考に算定

し、柱 1 本が負担している荷重を 630kg とした。本試験では、2P 壁で柱が 3 本あることか

ら、3 倍した 1890kg を載荷荷重とした。載荷荷重は、3 連動滑車によって錘の重さを増幅

させ、試験体の上の H 形鋼と試験体梁との間にロードセルを設置し、その計測値が所定の

荷重となるように錘の重さを調整した。載荷スケジュールは、見かけのせん断変形角が、

1/450rad、1/300rad、1/200rad、1/150rad、1/100rad、1/75rad、1/50rad、1/30rad の正負

交番 3 回繰返し載荷とした。その後、試験体の見かけの変形角が 1/15rad 以上に達するま

で試験をおこなった。なお、筋かい耐力壁試験体は 1/15rad 以前に筋かいが座屈したが、他

の試験体同様に 1/15rad まで加力した。計測項目は、一般に壁試験で実施されている水平荷

重と、梁と土台の水平変位及び柱脚の浮き上がりとした。各サイクルの目標変形角時及び残

留変形時に目視により試験体の損傷観察をおこない、クロスのしわや破れなどの損傷状況

を記録した。 

 

 

図 2.4 試験装置（載荷式） 

 

2.2.2 実験結果 

表2.2に各試験体の損傷状況を示し、代表的な損傷を写真2.2-2.5に示す。損傷は仕上げク

ロスの盛り上がり、しわ、破れ、破れ通りの順で表現することとした。表2.3に残留変形時

の各試験体の損傷状況を示す。 

筋かい耐力壁試験体は1/200rad時に石膏ボード中央目地全体に写真2.2のようなしわが発
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生し、1/150rad時で中央目地に写真2.3のような破れが見られた。1/100rad時で中央目地が

破れ通り、石膏ボード側の外側目地にしわが発生し始めた。1/50rad時には石膏ボードが面

外へはらみ始め、外側目地のしわの数も増え破れ始めた。1/30rad時では筋かいの座屈によ

って石膏ボードが写真2.4のように面外に大きくはらみ、1/15rad時ではすべての試験体で筋

かいが折れ、間柱が引き抜ける試験体もあった。 

合板耐力壁試験体の損傷は主に石膏ボード側よりも合板側の方が早く、変形角が

1/300rad時に中央目地にしわが発生した。1/200rad時には合板側外側目地にしわが発生し、

深くなった。1/75rad時で合板側中央目地は破れ通り、合板側外側目地も破れ通った。

1/30radには写真2.5のように構造用合板の面外への浮きが見られた。石膏ボード側は

1/200rad時に中央目地にしわが発生し、1/150rad時には破れが多数形成された。その後、

1/75rad時に中央目地が破れ通った。1/50rad時には石膏ボードの面外への浮きが見られ、

1/30radではさらに面外への浮きが大きくなった。ここで、合板側では見られた外側目地の

損傷が、石膏ボード側の外側目地では確認できなかった。これは、合板は石膏ボードよりも

面圧性能が高いことにより横架材に打たれている釘による面材の拘束力が高く、壁紙外側

目地にも損傷が出たためと考える。 

間仕切り壁試験体は 1/200rad 時に、表側の石膏ボード中央目地に写真 2.2 のようなしわ

が発生し始めた。また、1/100rad 時には表側中央目地は破れ通った。1/75rad 時には中央目

地の石膏ボードが面外へ浮き始めた。1/50rad 時ではさらに中央目地での石膏ボードの浮き

が大きくなり、1/30rad 時では石膏ボードの面外への浮きがさらに大きくなった。裏側では

表側と同変形角もしくはわずかに遅れてしわや破れが発生した。また、表側及び裏側では外

側目地にほとんどしわや破れなどの損傷が見られなかった。これは、外側のボードの柱との

接合とボードの横架材との接合剛性の差のために、ほとんど柱目地部の変形がないためで

あると考える。 
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表 2.2 経験変形と損傷状況の関係 

 

 

  

1/450 1/300 1/200 1/150 1/100 1/75 1/50   1/30   1/15

筋かい側 ー ー ー ー ー ー ー 筋かい座屈 筋かい折れる

石膏ボード側 ー ー

中央目地の

盛り上がり、

しわが入る

中央目地壁紙破

れ

中央目地破れ通

る

外側目地下部し

わが入る

外側目地のしわ

深くなる

石膏ボードの面

外へのはらみ
ー

筋かい側 ー ー ー ー ー ー
片側の筋かいの

座屈
筋かい座屈 筋かい折れる

石膏ボード側 ー

中央目地の

盛り上がり、

しわが入る

中央目地全体に

しわ、破れ始め

る

中央目地破れ通

る

外側目地盛り上

がり

外側目地にしわ

が入る

石膏ボードの面

外へのはらみ

石膏ボードの面

外へのはらみ
ー

筋かい側 ー ー ー ー ー ー ー 筋かい座屈 筋かい折れる

石膏ボード側 ー
中央目地全体に

しわが入る

中央目地が全体

的に破れる

中央目地の破れ

拡大、外側目地

の盛り上がり

中央目地の破れ

通り、外側目地

全体にしわ

外側目地が破れ

通る

石膏ボードの面

外へのはらみ

石膏ボードの面

外へのはらみ
ー

合板側 ー
中央目地に細か

いしわが入る

中央、外側目地

にしわが入る

外側、中央目地

に破れ

中央目地破れ拡

大

中央、外側目地

が破れ通る

合板の面外への

浮き

合板の面外への

浮き進展
ー

石膏ボード側 ー ー
中央目地に細か

なしわが入る

中央目地のしわ

進展、多数破れ

中央目地破れ拡

大

中央目地破れ通

る
ー

石膏ボードの面

外への浮き

石膏ボードの面

外への浮き進展

合板側 ー

中央目地の盛り

上がり、しわが

入る

外側目地のし

わ、中央目地の

破れ

外側目地の破

れ、中央目地の

破れ拡大

外側目地の破れ

進展

中央、外側目地

破れ通る

合板の面外への

浮き

合板の面外への

浮き進展
ー

石膏ボード側 ー ー
中央目地全体に

しわ

中央目地が破れ

始める
破れ拡大

中央目地破れ通

る

石膏ボードの面

外への浮き

石膏ボードの面

外への浮き進展
ー

合板側 ー
中央目地にしわ

が入り始める

中央目地のしわ

進展、外側目地

のしわ

中央目地の小さ

な破れ

中央目地の破

れ、外側目地の

小さな破れ

中央目地破れ通

る、外側目地破

れ拡大

合板の面外への

浮き

合板の面外への

浮き進展
ー

石膏ボード側 ー ー
中央目地全体に

しわ

中央目地が破れ

始める
破れ拡大

中央目地破れ通

る

石膏ボードの面

外への浮き

石膏ボードの面

外への浮き進展
ー

表側 ー ー
中央目地に細か

いしわが入る

中央目地のしわ

進展、多数破れ

中央目地破れ通

る

中央石膏ボード

の面外への浮き

石膏ボードの面

外への浮き進展

石膏ボードの面

外への浮き進展
ー

裏側 ー ー
中央目地に細か

いしわが入る

中央目地のしわ

進展、多数破れ

中央目地破れ進

展

中央目地破れ通

る
ー

中央石膏ボード

の面外への浮き

石膏ボードの面

外への浮き進展

表側 ー ー
中央目地に細か

いしわが入る

中央目地のしわ

進展、多数破れ

中央目地破れ通

る

中央石膏ボード

の面外への浮き

石膏ボードの面

外への浮き進展
ー ー

裏側 ー ー ー
中央目地の盛り

上がり

中央目地しわ、

破れ

中央目地破れ進

展

中央目地破れ通

る

中央石膏ボード

の面外への浮き
ー

表側 ー
中央目地の盛り

上がり

中央目地全体に

しわ、破れ始め

る

中央目地全体的

に破れ始める

中央目地破れ通

る
ー

中央石膏ボード

の面外への浮き

外側目地の石膏

ボードビス多数

破断

ー

裏側 ー ー
中央目地全体に

しわ
中央目地の破れ

中央目地の破れ

拡大

中央目地破れ通

る
ー

中央石膏ボード

の面外への浮き
ー

：破れ通った時点

間

仕

切

り

壁

N-1

N-2

N-3

筋

か

い

耐

力

壁

合

板

耐

力

壁

P-1

P-2

P-3

B-1

B-2

B-3
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表 2.3 経験変形と残留変形時の損傷状況の関係 

 

  

写真 2.2 壁紙のしわ 写真 2.3 壁紙の破れ 

  

写真 2.4 石膏ボードの浮き 写真 2.5 合板の浮き 

 

代表的な試験体の包絡線と主な仕上げの損傷関係を図2.5に示す。全ての試験体におい

て、中央目地にしわや破れなどの損傷が見受けられる1/200rad時で、弾性域を超えてい

た。また、ボードの面外へのはらみや、中央目地が破れ通るなどの1/50rad変形時でよく

見られた損傷を受けたときには、すでに最大耐力を経験していた。 

 

 

図2.5 包絡線と主な仕上げの損傷の関係 

  

1/450 1/300 1/200 1/150 1/100 1/75 1/50   1/30   1/15

筋かい側 ー ー ー ー ー ー ー 筋かい座屈 筋かい折れる

石膏ボード側 ー ー
中央目地の盛り

上がり
中央目地の破れ

中央目地破れ通

る
外側目地の破れ

石膏ボードの面

外へのはらみ

石膏ボードの面

外へのはらみ
ー

合板側 ー
中央目地に細か

なしわ

中央、外側目地

のしわ

外側、中央目地

の破れ、破れ拡

大

破れ進展

中央目地の破れ

通り、外側目地

の破れ拡大

合板の面外への

はらみ

合板の面外への

はらみ進展
ー

石膏ボード側 ー ー
中央目地の全体

的なしわ

中央目地破れ始

める

中央目地破れ拡

大

中央目地破れ通

る

石膏ボードの面

外へのはらみ

石膏ボードの面

外へのはらみ進

展

ー

表側 ー ー 中央目地にしわ
中央目地の全体

的な破れ

中央目地破れ通

る
ー

石膏ボードの面

外へのはらみ

石膏ボードの面

外へのはらみ進

展

ー

裏側 ー ー ー
中央目地のし

わ、破れ

中央目地破れ拡

大
ー

中央目地破れ通

る

石膏ボードの面

外へのはらみ
ー

：破れ通った時点

間仕切

り壁

筋かい

耐力壁

合板

耐力壁

0

5

10

15

20

25

0 10 20 30 40 50 60 70

見かけの変形角(×10-3rad)

B-1荷重（kN）

１/50rad

ボードが面外へ

はらみだす

1/200rad

中央目地にしわ・破れ

0

5

10

15

20

25

0 10 20 30 40 50 60 70

見かけの変形角(×10-3rad)

P-2荷重（kN）

1/200rad

中央目地にしわ・破れ

1/50rad

ボード類が面外へ

はらみだす

0

5

10

15

20

25

0 10 20 30 40 50 60 70

見かけの変形角(×10-3rad)

N-1荷重（kN）

1/200rad

中央目地にしわ・破れ

１/50rad

・ボードが面外へ

はらみだす

・中央目地破れ通る
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2.3 振動実験 

 クロス貼り内装仕上げ及びサイディング外装仕上げを対象とし、地震波を受けた実大住

宅における仕上げと経験最大変形の関係を確認するため、規模及び仕様の異なる 7 棟の実

大木造住宅の振動台実験について、各加振での経験最大変形角と内外装の損傷状況の関係

を整理した。 

 

2.3.1 試験体の仕様 

表 2.4 に各試験体の仕様及び 1 階主加振方向について、建築基準法施行令第 46 条 4 項に

規定される必要壁量を用いて算出した壁量充足率を示す。試験体 A～D[2.8-2.12]は耐力要

素として外壁に壁倍率 2.5 倍の火山性ガラス質複層版（厚さ 9mm、N50 外周@100、内部＠

200）、内壁には壁倍率 2.0 倍の筋かい及び 2.5 倍の構造用合板（厚さ 9mm、外周＠150、内

部@200）を用いている。内壁には厚さ 12.5mm の石膏ボードを配置し、一部内装にクロス

仕上げを施している。また、外装については試験体全面に窯業系サイディングを横貼り仕様

で取り付けている。なお、試験体 D は制振構造を採用しているが、仕上げの損傷状況は構

造の違いによらないとして検討に含めた。試験体 E[2.13]は、外壁の面材耐力壁及び準耐力

壁に厚さ 9mm のケイ酸カルシウム板を、内壁には二つ割り筋かいを配置し、品確法の耐震

等級 3 を満足している。仕上げは、外装に窯業系サイディングをフック式で取り付け、内装

には厚さ 12.5mm 石膏ボードを木ねじで留めつけ、その上にクロスを貼った。試験体

F~H[2.14]は、規模や間取りは共通で、耐力要素や存在壁量に違いを持たせた試験体である。

内装は石膏ボードの上にクロス仕上げとし、外装には試験体全面に窯業系サイディングを

横貼り仕様で取り付けている。試験体 F は耐力要素として壁倍率 2 倍の二つ割り筋かいを

配置し、品確法の耐震等級 1 を満足している。試験体 G は耐力要素として、同様の筋かい

に加えて、壁倍率 2.9 倍のパーティクルボードを外側の壁に配し、品確法の耐震等級 3 を満

足している。試験体 H は上記のパーティクルボードに加えて、壁倍率 3.5 倍の大臣認定合

板耐力壁を配し、耐震等級 5 相当（基準法耐力の 2 倍強）の性能を備えている。 

 

表 2.4 振動実験をおこなった試験体の仕様 

 

外側 内側

A 2
7.28×7.28m

106m2
火山性ガラス質複層
ボード(t=9mm)

筋かい（45×90） 2.10

B 2
7.28×7.28m

106m
2

火山性ガラス質複層
ボード(t=9mm)

筋かい（45×90） 2.09

C 3
7.28×7.28m

159m
2

火山性ガラス質複層
ボード(t=9mm)

筋かい（45×90）
構造用合板(t=9mm)

2.30

D 2
7.28×7.28m

106m2
火山性ガラス質複層
ボード(t=9mm)

筋かい（45×90） 2.13

E 2
8×10m

152m2
ケイ酸カルシウム板
（t=9mm）

筋かい（45×90） 1.81

F 2
7.28×6.37m

89.42m
2 - 筋かい（45×90） 1.11

G 2
7.28×6.37m

89.42m2
パーティクルボード
（t=9mm）

筋かい（45×90） 2.65

H 2
7.28×6.37m

89.42m2
パーティクルボード
（t=9mm）

構造用合板
（t=12mm）

3.53

試験体名 階数
平面

延床面積
耐力要素

壁量充足率
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2.3.2 仕上げの損傷状況 

 各試験体について加振後の損傷観察で確認された内外装の損傷状況と、それまでの経験

最大変形角を整理した。表 2.5-2.6 に試験体ごとの損傷状況と経験変形の関係を、写真 2.6-

2.9 に試験体 E-G でみられた主な損傷状況を示す。なお、表 2.5-2.6 では、石膏ボード目地

に沿ったクロスの破れが上下に通った変形角に色を付けて示した。また、図中の被災度と被

害レベルの関係は、岡田・高井が提案している地震被害調査のための建物分類と被害パター

ン[2.3]を参考として表記した。 

 

表 2.5 振動実験で得られた内装仕上げ（クロス貼り）の損傷状況と経験変形の関係 

 

 

  

被災度 小破 中破 大破 倒壊

被害レベル D1 D1～D2 D3～D4

経験最大

層間変形角

(rad)

1/450 1/300 1/200 1/150 1/120 1/60 1/45   1/20   1/15

A ー ー
クロスの破れ、

開口部破れ通り

B
クロスのしわ、

破れ

クロスの破れ通

り、石膏ボード

の剥がれ

石膏ボードの割

れ、クロスの破

れ通り

C
開口上下部クロ

スの破れ、しわ

クロスの破れ通

り

クロスの破れ、

石膏ボードの剥

がれ

石膏ボードの剥

がれ

D

（制振構造）
クロスの破れ

石膏ボード隅部

のつぶれ

クロスの破れ、

石膏ボードビス

周りの膨れ

E ー

クロスの破れ通

り、石膏ボード

の浮き、割れ

石膏ボード隅部

圧壊、亀裂

石膏ボードの割

れ

石膏ボードの剥

落

F

開口部隅破れ、

一部目地部の破

れ

石膏ボード隅部

圧壊、割れ

石膏ボードの剥

落

G

開口部隅しわ、

破れ、一部目地

しわ通る

開口部隅破れ

開口部隅一部破

れ通る、目地し

わ通る、破れ

開口部隅破れ通

る、一部ボード

目地破れ通る

石膏ボード隅部

圧壊、剥落

H
開口部隅の軽微

なしわ

開口部隅の軽微

な破れ

開口部隅破れ、

ボード目地し

わ、軽微な破れ

開口部隅破れ通

る、目地複数破

れ通る

目地複数破れ通

る、開口部隅一

部圧壊

石膏ボードの割

れ、隅部圧壊

クロスの破れ

クロスの破れ

クロスのしわ、破れ、石膏ボードの剥がれ

：破れ通った時点

クロスの破れ通り

開口部のクロスのしわ、破れ

クロスの破れ通り、石膏ボード隅

角つぶれ

開口隅、目地部複数破れ通る

ボード目地複数破れ通る

ボード目地しわ、破れ、一部破れ

通る

軽微

D0 D4～D5
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表 2.6 振動実験で得られた外装仕上げ（サイディング貼り）の損傷状況と経験変形の関係 

 
 

  

写真 2.6 開口部隅のクロスの損傷 写真 2.7 石膏ボード目地部の 

クロスの損傷 

  

写真 2.8 石膏ボード隅部の圧壊 写真 2.9 石膏ボードの割れ、剥落 

 

クロス貼り内装仕上げの損傷は、写真 2.6-2.9 に示したように開口部隅のクロスのしわ、

破れに次いで、ボード目地部のクロスのしわや破れ、石膏ボード隅部の圧壊を経て、石膏ボ

ードの割れや脱落という順番となり、いずれの試験体でも損傷の順番は変わらなかった。ク

ロスのしわや破れは変形角が小さいうちは残留変形時には確認できないと考えられるが、

被災度 小破 中破 大破 倒壊

被害レベル D1 D1～D2 D3～D4

経験最大

層間変形角

(rad)

1/450 1/300 1/200 1/150 1/120 1/60 1/45   1/20   1/15

A ー ー
サイディングの

角欠け、釘抜け

サイディングの

角欠け、釘抜

け、浮き

B ー ー ー ー
開口部のサイ

ディング割れ

開口角部、上下

部のサイディン

グ割れ

C ー ー
開口隅部のサイ

ディング割れ

サイディングの

剥がれ、開口上

下部の割れ

D

（制振構造）

サイディングの

釘の抜け出し
ー ー

サイディングの

割れ
ー ー

サイディングの

割れ、浮き、釘

の抜け出し

ー ー

E

サイディング開

口部からの割

れ、一部剥落

ー ー

F ー
サイディング一

部ずれ、剥がれ

サイディングず

れ、一部剥落

サイディング

一部剥落

G

サイディングず

れ、割れ、剥が

れ

ー

H ー ー ー

サイディングず

れ、浮き、開口

隅部割れ

ー

開口上下のサイディング割れ

開口上部のサイディング割れ

サイディングの開口隅部一部割

れ、シール隙間

D0 D4～D5

軽微
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変形角が大きくなるにつれていずれの損傷についても損傷箇所の増加や損傷が拡大する傾

向がみられた。クロスの破れは変形角が大きくなるにつれて、破れ長さが拡大した後、破れ

幅も大きくなっていく傾向がみられた。全体的に損傷がみられ始めるのは、1/450rad から

1/300rad 程度となった。目地の破れ通りがみられるのが 1/120rad から 1/60rad の間であ

ったが、概ね 1/60rad 前後となった。1/45rad 程度になると石膏ボードの隅部に圧壊がみら

れ、大破相当となる 1/20rad には石膏ボードの割れや剥がれがみられた。試験体 E~G につ

いて、ボード目地部のクロスの損傷は周辺よりも面材量が多く剛性の高い階段周辺部にお

いて、その他の箇所よりも小さい変形角でみられる傾向があった。また、開口部隅について

は、開口面が大きく比較的周辺よりも壁量の少ない南面の開口部隅において早い段階から

クロスの破れなどが確認できた。 

筋かいと面材系耐力壁では、筋かいの座屈による石膏ボードの面外へのはらみだしの有

無で、大変形時の石膏ボードの剥がれといった損傷状況に差がみられたが、変形初期の損傷

状況に大きな違いはみられなかった。また、試験体の保有水平耐力の違いによる損傷の大き

な差異も確認できなかった。クロスの損傷状況には、特にしわの入り始めの小変形時

（1/200rad まで）にばらつきがみられるが、クロスの破れ通りの変形角はおおよそ一致し

ており、ここを判断の目安にできるのではないかと考える。 

一方、サイディング貼り外装仕上げについては損傷状況のばらつきが大きいことを確認

した。同じ窯業系サイディングを採用している場合でも、メーカーや留め付け方法によって

変形追従性が全く異なることから損傷度合いも大きく異なると考えられる。フック式の留

付け方法では、ズレや脱落がみられる変形角はおおよそ 1/30rad 程度と倒壊に分類される

変形角となった。一方、釘打ちで取り付けているサイディングの場合は、釘の浮きやサイデ

ィングの割れなどが、フック式に比べて若干早く観察される傾向があった。そのため、実際

の地震被害の外観調査を行う場合は、外装の損傷状況から判断を試みる時にはサイディン

グの留付け方法に留意する必要があると考えられる。また、サイディングの意匠や色によっ

てはひび割れなどがわかりにくい場合があると考えられる。以上のことから、損傷状況から

経験最大変形角を推定する場合は外装の損傷よりも内装の損傷を調査した方が推定精度は

高くなると考えられる。 

表 2.7 に前節の静的加力実験と振動台実験おけるクロス貼り仕上げとサイディング仕上

げの損傷状況と経験最大変形の関係の比較を示す。内装仕上げの被害について、損傷の順番

は概ねどの報告においても、開口部隅の損傷、ボード目地の損傷、ボードの割れや剥落の順

となった。開口部隅からしわが入り、おおよそ 1/200rad で破れとなる。1/150rad には石膏

ボードの目地に沿ったクロスのしわがみられはじめる。1/120rad には開口部隅からの破れ

が天井に通る傾向にあった。このあたりから、石膏ボード目地に沿ったしわが破れとなって

観察されるようになり、おおよそ 1/60rad で天井に破れ通った。1/20rad や 1/15rad に石膏

ボードの割れがみられるようになり、一部剥落するという結果となった。既往の論文[2.6, 

2.15]などでは、静的実験と動的実験を比較した場合、同様の損傷状況が観察されるのは静
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的実験の方が早いと報告している。本検討においても大きな差はみられないものの、他の報

告と同様に静的実験の方が若干早い段階で損傷がみられる傾向が明らかとなった。 

一方、サイディングについての損傷状況と経験最大変形の関係は報告によって大きく異

なる結果となった。サイディングについて静的加力実験で損傷状況と経験最大変形角の関

係を確認していないが、開口部隅の割れなどの損傷が観察され始める変形角が 1/200rad か

ら 1/60rad までの間とばらつきが大きく、検討の余地がある。振動実験の損傷状況は、サイ

ディングの剥落がみられるのは 1/45rad 以降の大破にあたる変形時であり、損傷状況に大

きな差があった。一因として、建築年代によって留め付け方法や材料に違いがあり、サイデ

ィングの変形追従性能に差があると推測できる。先述したように、実際の被災建物の損傷度

合いを判断するためには、ばらつきの大きい外装材の損傷状況をみるより、内装仕上げの損

傷を基にした方が、推定精度が高いと考える。 

 

表 2.7 静的実験と動的実験の損傷状況と経験最大変形関係の比較 

内装（クロス貼り壁面） 

 

 

外装（サイディング横貼り） 

 

 

 

  

被災度 小破 中破 大破 倒壊

被害レベル D1 D1～D2 D3～D4

経験最大

層間変形角

(rad)

1/450 1/300 1/200 1/150 1/120 1/60 1/45   1/20   1/15

静的実験 ー ー 中央目地のしわ
中央目地のし

わ、破れ

ボード面外への

浮き

ボード面外への

浮き拡大
ー

振動実験
一部開口部隅に

しわ

開口部隅にし

わ、破れ

開口部隅破れ、

ボード目地しわ

開口部隅破れ、

一部破れ通る、

ボード目地しわ

通る、破れ

開口部隅破れ通

る、ボード目地

一部破れ通る

ボード目地破れ

通る

ボード面外への

浮き、隅部圧

壊、割れ

ボード隅部圧

壊、剥がれ、割

れ

ボードの剥落

軽微

D0 D4～D5

中央目地破れ通る

被災度 小破 中破 大破 倒壊

被害レベル D1 D1～D2 D3～D4

経験最大

層間変形角

(rad)

1/450 1/300 1/200 1/150 1/120 1/60 1/45   1/20   1/15

静的実験 ー ー
開口部隅割れ、

シール隙間

一部ずれ、剥が

れ、角欠け

ずれ、浮き、割

れ
一部剥落

振動実験 ー ー 横目地水平ずれ

横目地水平ず

れ、開口部隅割

れ

防水シール露出 ー ー

一部開口隅の割れ

横目地水平ずれ、割れ拡大

D0 D4～D5

軽微



第 2 章 仕上げ損傷から経験変形を推定するための指標と 

継続使用のクライテリア 

-32- 

2.4 内外装の損傷状況から経験最大層間変形角を推定するための指標の提案 

 内外装仕上げの損傷状況と経験最大層間変形角の関係を報告している論文[2.4-2.6, 2.8-

2.24]について文献調査し、前節までで得られた結果と合わせて整理することで経験最大層

間変形角推定のための調査に用いる「内外装の損傷状況から経験最大層間変形角推定のた

めの指標」を提案する。なお、本検討では損傷状況が述べられているものの経験変形との相

関関係が明確でなかったものや、指標が示されているものの判読不可能なものについては

整理対象外とした。 

2.3 節で取り上げた振動実験より得られた結果を含め、表 2.8-2.15 に内外装仕上げ仕様ご

とに文献調査で得られた損傷内容を列挙し、変形角ごとに各損傷がみられた報告数を集計

した。ここでは文献数が 1 つだけ（複数の試験体の結果が報告されている場合を除く）の仕

上げは対象外とした。表中実線の矢印で、実験において各損傷がみられた主な変形角（報告

数が多かった変形角）の範囲を示し、表 2.16-2.17 における提案指標の目安とした。実線範

囲と比較すると報告数が少ないものの、実験で損傷が観察された変形角の範囲を点線の矢

印で示した。また、橙の網掛けで建築防災協会の被災度区分判定基準及び復旧技術指針に記

載の「損傷状況より経験最大層間変形角を求めるための調査票」[2.4]の既存指標（以下、建

防協指標とする）の範囲を示した。被災度区分判定基準及び復旧技術指針の指標は、表中で

は実験結果と比較して概ね同等か右側になっていることがわかる。同じ損傷が観察された

場合、被災度区分判定基準指標で評価した場合には実験結果よりも変形角が大きく評価さ

れる、つまり安全側の評価になるということである。ただし一部の指標において、安全側で

はあるものの点線の矢印の外側や矢印の範囲からかなり離れた指標となっているものもみ

られる。具体的に、ビニールクロス貼りの壁については建防協指標の方が変形区分で１ラン

ク程度安全側の評価になっていると考える。サイディング横貼りについては、前節でも述べ

た通り、特に大変形時の損傷状況に差異がみられた。建防協指標では 1/15rad でもサイディ

ングの脱落について記載がないが、実験ではサイディングの部分的なはがれやパネル自体

の脱落といった大きな損傷が観察されている。 

このことより、既存の住宅用判定においてはこれらの仕上げ材の損傷状況のみで被災度

を判定していることから、過大な被災度となっている恐れもある。これらの誤差の原因は、

大変形時については、壁体内部の構造材の種類、特に筋かいの有無によって仕上げの損傷状

況が異なる場合があることが挙げられる。つまり筋かいの座屈によって面外の石膏ボード

のはらみだしが早くなる可能性や、モルタルの剥落が助長される可能性がある。 
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表 2.8 ビニールクロス（文献数：14） 

 

 

表 2.9 漆喰塗り壁（文献数：3） 

 

  

被災度 小破 中破 大破 倒壊

経験最大

層間変形角(rad.)
1/450 1/300 1/200 1/150 1/120 1/60 1/45   1/20   1/15

開口部隅微細なしわ

開口部隅しわ

開口部隅破れ

ボード目地しわ

ボード目地しわ通る

ボード目地破れ

開口部隅破れ通る

ねじ浮き

ボード目地破れ通る

ボード隅部圧壊

ボード割れ

ボード浮き

ボード剥落

　　　　　：実験で頻繁にみられる範囲 ：実験で稀にみられる範囲 ：既存指標

軽微

被災度 小破 中破 大破 倒壊

経験最大

層間変形角(rad.)
1/450 1/300 1/200 1/150 1/120 1/60 1/45   1/20   1/15

柱・梁境界部に軽微なひび割れ

入隅部のクラック

漆喰周囲の隙間

ボード面内の割れ

下地ボード継部に沿った水平ひび割れ

ラスボード継ぎ目にひび残る

入隅部の漆喰の圧壊

斜めのひび割れ

下地ボード継部に沿った漆喰の鉛直ひび割れ

下地ボードの一部面外への飛び出し

下地ボードの剥落

過半の下地ボードの落下

　　　　　：実験で頻繁にみられる範囲 ：実験で稀にみられる範囲 ：既存指標

軽微
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表 2.10 サイディング 横貼り（文献数：10） 

 

 

表 2.11 サイディング縦貼り（文献数：1） 

 

 

  

被災度 小破 中破 大破 倒壊

経験最大

層間変形角(rad.)
1/450 1/300 1/200 1/150 1/120 1/60 1/45   1/20   1/15

サイディング留め釘の抜け出し

釘頭周りの塗装切れ

役物微小ずれ

釘のめり込み

横目地水平ずれ

目地の微小な開き

微細なひび割れ

横目地水平ずれ、割れ残る

開口上下部のサイデイングの割れ

割れ拡大

目地までひび割れ通る

開口部のコーキング材にしわ

サイディングの角欠け

シール材露出

釘の抜け落ち

シールの亀裂

サイディングはがれ

大きなひび割れ

釘のせん断破壊

サイディングずれ

サイディング脱落

　　　　　：実験で頻繁にみられる範囲 ：実験で稀にみられる範囲 ：既存指標

軽微

被災度 小破 中破 大破 倒壊

経験最大

層間変形角(rad.)
1/450 1/300 1/200 1/150 1/120 1/60 1/45   1/20   1/15

防水シール材露出

目地部損傷

縦目地上下ずれ

シーリングの切れ

サイディングの傾き

　　　　　：実験で頻繁にみられる範囲 ：実験で稀にみられる範囲 ：既存指標

軽微
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表 2.12 サイディング横貼り 釘留め（文献数：6） 

 

 

表 2.13 サイディング横貼り 金物留め（文献数：3） 

 

  

被災度 小破 中破 大破 倒壊

経験最大

層間変形角(rad.)
1/450 1/300 1/200 1/150 1/120 1/60 1/45   1/20   1/15

釘頭周りの塗装切れ

面外への浮き

微細なひび割れ

割れ拡大

開口部のコーキング材にしわ

サイディング留め釘の抜け出し

開口上下部のサイデイングの割れ

釘のめり込み

シールの亀裂

サイディングはがれ

サイディングの角欠け、端部圧壊

釘の抜け落ち

目地までひび割れ通る

大きなひび割れ

釘のせん断破壊

　　　　　：実験で頻繁にみられる範囲 ：実験で稀にみられる範囲 ：既存指標

軽微

被災度 小破 中破 大破 倒壊

経験最大

層間変形角(rad.)
1/450 1/300 1/200 1/150 1/120 1/60 1/45   1/20   1/15

役物微小ずれ

目地の微小な開き

シール材露出

開口上下部のサイデイングの割れ

サイディングずれ

シールの亀裂

大きなひび割れ

サイディングはがれ

サイディング脱落

　　　　　：実験で頻繁にみられる範囲 ：実験で稀にみられる範囲 ：既存指標

軽微
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表 2.14 モルタル塗り（文献数：7） 

 

 

表 2.15 躯体（文献数：4） 

 

 

表 2.16-2.17 に前節までの結果や文献調査の結果をもとに、既存指標には掲載されていな

い仕上げ仕様も含めた仕上げ損傷状況と経験最大層間変形角関係の指標を提案する。表中

には被災度区分判定基準の「経験最大変形角推定のための調査」に記載の損傷と経験変形関

係を赤色の網掛けで示した。なお、ここでは判定の参考となる仕上げ仕様の種類を増やすた

めに、報告文献数が 1 つしかない仕上げについてもそのまま指標に含めることとした。指

標の提案にあたり、安全側の評価になるように配慮しているが、損傷状況が次の損傷にまた

がる場合、例えばクロスの破れがクロスの破れ通りに重なった場合は、同様の損傷を破れと

記述している可能性があると考え、破れ通りを優先して表記した。また、損傷状況の前後が

ないように配慮した。損傷状況の詳細が判別できる資料が存在するビニールクロスとサイ

ディング横貼り仕上げについては、各変形における損傷状況の目安を表 2.18-2.19 にイラス

トで示した。 

被災度 小破 中破 大破 倒壊

経験最大

層間変形角(rad.)
1/450 1/300 1/200 1/150 1/120 1/60 1/45   1/20   1/15

開口上部のひびが残る

開口部隅と初期ひび割れを結ぶひび割れ

開口部ちり切れ

平部ひび割れ

初期ひび割れから異なる方向の割れ

隅部のひび割れ

不陸

モルタルの木ずりからのはがれ

モルタルクラック

開口上部のモルタル剥離

胴縁モルタル浮き

大きなクラック

モルタル全体にクラック

モルタル剥落

加力直交面のクラック進展

壁面にせん断ひび割れ

開口上部のモルタルの飛び出し

過半のモルタルのはがれ落ち

胴縁割れ

モルタル脱落

　　　　　：実験で頻繁にみられる範囲 ：実験で稀にみられる範囲 ：既存指標

軽微

被災度 小破 中破 大破 倒壊

経験最大

層間変形角(rad.)
1/450 1/300 1/200 1/150 1/120 1/60 1/45   1/20   1/15

合板浮き、隙間

筋かい座屈

筋かい折損

　　　　　：実験で頻繁にみられる範囲 ：実験で稀にみられる範囲 ：既存指標

軽微
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構造体が弾性域を保っている変形角（損傷限界）を 1/120rad とすると、そのときの内装

仕上げの損傷は、開口部隅からの破れが天井に通りボード目地にしわ、一部破れ通りがみら

れるということになる。また、一般的に小破に分類される 1/60rad に達しているかを判断す

るにはボード目地のクロスの破れが上下に通っているかを判断基準とすればよいことがわ

かった。 

 

表 2.16 内装仕上げの損傷状況と経験最大層間変形角の関係についての提案指標 

 

 

  

被災度 小破 中破 大破 倒壊

経験最大

層間変形角

(rad)

1/450 1/300 1/200 1/150 1/120 1/60 1/45   1/20   1/15

柱 - 折損

筋かい - はらみ 座屈 複数座屈

筋かい - - - - - - 筋かい折損

合板 - - - - -

クロス張り

大壁　隅角

部

- - 隅部しわ
隅部破れ

中部しわ

隅破れ通る、

中間部破れ
中間部破れ拡大

ボード目地複数が

破れ

ボード目地大部分

が破れ

クロス張り

大壁　開口

部

-
開口部隅部分的な

破れ
開口部隅破れ拡大 ボード割れ拡大

ビニール

クロス

一部開口部隅に

しわ

開口部隅にし

わ、破れ

開口部隅破れ、

ボード目地しわ

開口部隅破れ一

部破れ通る、

ボード目地しわ

通る、破れ始ま

る

開口部隅破れ通

る、

ボード目地一部

破れ通る

ボード目地多数

破れ通る

ボード目地多数

破れ通る

隅部圧壊、割れ

ボードの面外へ

の浮き、ボード

の隅部圧壊、

剥がれ、割れ

ボードの面外へ

の浮き、

ボードの剥落

紙質クロス 開口上部切れ

内周枠周囲の

シール切れ部分

的に残る

ボードの割れ
石膏ボードビス

の浮き残る

せん断方向の切

れ、浮き

ラス下地

しっくい塗
- - - 柱壁にずれ跡 柱壁隙間 柱壁隙間3～5mm 柱壁隙間5mm以上

柱壁隙間5mm以上

複数

漆喰塗り壁
入隅部のクラッ

ク
漆喰周囲の隙間

下地ボード継ぎ

目に沿った水平

ひび割れ、面内

の割れ

下地ボード継ぎ

目に沿った鉛直

ひび割れ、入隅

部圧壊、斜めひ

び割れ

下地ボードの面

外飛び出し、剥

落

下地ボード剥落

土塗（真

壁）
-

隅角部、貫部分に

ひび
隅角部一部圧壊

壁中央部盛り上が

り拡大

大壁塗り壁

（火山灰

系）下地：

石膏ボード

-
コーナー部ひび

割れ

開口部ひび割

れ、平部ひび割

れ、ねじ浮き

ねじ部ひび割れ

大壁塗り壁

（貝殻系）

下地：石膏

ボード

-

開口部ひび割

れ、コーナー部

ひび割れ

平部ひび割れ

真壁塗り壁

（ジュラ

ク）下地：

石膏ボード

-

開口部ちり切

れ、平部ちり切

れ、コーナー部

ちり切れ

開口部ひび割

れ、ジュラクめ

くれ

ねじ浮き
コーナー部ひび

割れ

真壁塗り壁

（ジュラ

ク）下地：

ラスボード

開口部ちり切

れ、平部ちり切

れ、コーナー部

ちり切れ

平部ひび割れ、

コーナー部ひび

割れ

ラスボード浮

き、開口部ひび

割れ・脱落

ラスボード脱落

開口部等 - - - - -

クレセント

サッシ

窓ガラス

- - -

サッシ、クレセ

ントの軽微なず

れ

サッシ、クレセントの変形などの

軽微な損傷（サッシの開閉可）

サッシ、クレセントの変形などの

損傷（サッシの開閉に抵抗あり）

軽微

合板浮き、隙間

開口上部割れ拡大

内周枠周囲のシールの切れ拡大

柱・梁境界部に軽微なひび割れ

入隅部のクラック

筋かい座屈

開口部隅破れ天井まで通る、

ボードの部分的な割れ
ボード割れ天井まで通る

隅角部、貫部分のひび増加 周囲隅部の圧壊拡大、めくれ

襖の外れ、障子破れ
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表 2.17 外装仕上げの損傷状況と経験最大層間変形角の関係についての提案指標 

 

 

 

  

被災度 小破 中破 大破 倒壊

経験最大

層間変形角

(rad)

1/450 1/300 1/200 1/150 1/120 1/60 1/45   1/20   1/15

サイディン

グ横張
- - - 釘の浮き 開口部隅割れ

開口部隅割れ拡

大、一部浮き

開口部隅割れ上下

に通る

開口部隅割れ上下

に通る複数

サイディン

グ横張り
-

釘頭周りの塗装

切れ

金物微小ずれ

釘のめり込み

横目地水平ずれ

微細なひび割

れ・目地の開き

開口上下部の割

れ

横目地水平ずれ

開口上下部の割

れ

ひび割れ拡大

サイディングの

角欠け

目地までひび割

れ通る

釘の抜け落ち

サイディングの

はがれ

釘のせん断破壊

大きなひび割れ

サイディング脱

落

サイディン

グ　横張り

釘留め

釘頭周りの塗装

切れ

開口上下部のサ

イディングの割

れ

微細なひび割れ

開口上下部のサ

イディングの割

れ

開口上下部のサ

イディングの割

れ

釘の抜け落ち

目地までひび割

れ通る

サイディングは

がれ

サイディングの

角欠け、端部圧

壊

大きなひび割

れ、釘のせん断

破壊

サイディン

グ　横張り

金物留め

- - - -
目地の微小な開

き
シール材露出

シール材露出

開口上下部の割

れ

開口上下部の割

れ

サイディングの

ずれ

サイディングは

がれ

サイディング脱

落

サイディン

グ縦張
- - -

開口部隅目地のず

れ

開口部目地のずれ

拡大

開口部隅のシーリ

ング材の切れ

サイディン

グ縦張り
- -

縦目地上下ずれ

サイディングの

傾き、目地部損

傷

縦目地上下ずれ

サイディングの

傾き、目地部損

傷

ラス下地モ

ルタル塗り
-

開口部隅微小の割

れ
開口部隅割れ 開口部隅割れ拡大

開口部隅以外にも

割れ

開口部隅以外の割

れ拡大
平面部分に割れ

平面部分に割れ複

数

モルタル

塗り
開口上部のひび

開口上部のひび

初期ひび割れか

ら異なる方向へ

のひび

隅部のひび割れ

木ずりからのモ

ルタルはがれ

モルタルクラッ

ク

モルタルクラッ

ク

開口上部のモル

タル剥離

モルタル全体に

クラック

壁面にせん断ひ

び割れ

モルタル剥落

壁面にせん断ひ

び割れ

モルタル剥落

胴縁割れ

モルタル脱落

土塗り（大

壁）
- 間柱部にひび 間柱部のひび増加 全面にひび拡大 ひび開き ひび開き拡大

壁中央部盛り上が

り

壁中央部盛り上が

り拡大

開口部等 - - -
サッシガスケット

部分外れ

サッシガスケット

外れ

サッシクレセント

損傷

サッシクレセント

破壊、ガラス破損

サッシクレセント

破壊、ガラス破

損、複数

開口部隅シーリング材の切れ拡大、

止水材の露出

防水シール材露出

軽微
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表 2.18 ビニールクロスの損傷の目安 

  

1/300 1/200 
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1/150 1/120 
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1/60 1/45 
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1/20 1/15 

＊点線：目地ライン 
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表 2.19 サイディング横貼りの損傷の目安 

  

1/60 1/45 

  

1/20 1/15 

＊点線：目地ライン 
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2.5 継続使用限界変形角の提案 

継続使用の条件である被害レベル D2 に対応する経験最大変形角を決定するために、2016

年熊本地震での実際の損傷状況と 2.4 節で提案した外壁仕上げの損傷状況と経験最大変形

角の関係を比較することにより、継続使用されるために抑えなければならない変形角を検

討した。ここで、外装仕上げの損傷状況に着目しているのは、2016 年熊本地震の悉皆調査

が外観調査に基づき実施されたため、経験変形の推定精度が比較的高い内装仕上げの損傷

状況についての調査情報が存在しないためである。よって、前述の通り、損傷状況と経験変

形のばらつきがあることに留意が必要であることを申し添える。 

2016 年熊本地震の悉皆調査で得られたサイディングとモルタル仕上げ外壁それぞれの被

害レベル D2、D3 時の損傷状況を写真 2.10-2.11 に示す。代表的な損傷として、サイディン

グに関しては、被害レベル D2 では開口部隅からのひび割れ、D3 では同様のひび割れや剥

落がみられた。一方でモルタル仕上げに関しては、被害調査では被害レベル D2 でも D3 で

も概ね同様にモルタルの割れや剥落がみられ、両者の間に明確な損傷度合いの差は確認で

きなかった。表 2.20 に前節で提案した推定指標よりサイディング横貼り外壁とモルタル仕

上げ外壁についての損傷状況と経験最大変形の関係を取り出し、2016 年熊本地震における

被害レベル D2、D3 建物における被害状況との比較を示す。調査における被害レベル D2 の

損傷状況では、ある程度大きな割れや一部に剥落がみられたことから、表中では 1/60rad に

対応させた。モルタル仕上げに関して調査結果では被害レベル D2 分類時に比較的大きな剥

落がみられたため、経験変形角は 1/100rad よりも大きいと推察できる。よって表中では

1/60rad～1/45rad に対応させた。また、岡田・高井は被害レベル D2 を小破に相当すると

しており[2.3]、これは建防協指標では、1/60rad 相当としている。 

以上を総合的に評価し、本検討では被害レベル D2 に対応する木造住宅の経験最大変形角

を 1/60rad と置くこととした。よって、1/60rad を地震被災後の木造住宅を継続使用するた

めに抑えなければならない変形角であるとして、ここでは継続使用限界変形角と名付けて

提案する。 

表 2.16 より、継続使用限界変形角である 1/60rad に対応する住宅内装の損傷をみると、

少なくとも石膏ボードの目地に沿った破れ通りが起こっていると考えられ、継続使用する

場合でも少なくとも壁紙の貼替えが必要となることが推測できる。 
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写真 2.10 サイディング仕上げ外壁の損傷状況の例 

 

    

写真 2.11 モルタル外壁仕上げの損傷状況の例 

 

表 2.20 外壁の損傷状況と経験変形角の関係 

 

 

  

被災度 小破 中破 大破 倒壊

Damage Grade D1 D1～D2 D3～D4

経験最大

層間変形角(rad)
1/200 1/150 1/120 1/60 1/45   1/20   1/15

サイディング横

張り
釘のめり込み

横目地水平ずれ

微細なひび割

れ・目地の開き

開口上下部の割

れ

横目地水平ずれ

開口上下部の割

れ

ひび割れ拡大

サイディングの

角欠け

目地までひび割

れ通る

釘の抜け落ち

サイディングの

はがれ

釘のせん断破壊

大きなひび割れ

サイディング脱

落

サイディング縦

張り

縦目地上下ずれ

サイディングの

傾き、目地部損

傷

縦目地上下ずれ

サイディングの

傾き、目地部損

傷

モルタル

塗り

隅部のひび割れ

木ずりからのモ

ルタルはがれ

モルタルクラッ

ク

モルタルクラッ

ク

開口上部のモル

タル剥離

モルタル全体に

クラック

壁面にせん断ひ

び割れ

モルタル剥落

壁面にせん断ひ

び割れ

モルタル剥落

胴縁割れ

モルタル脱落

D0 D4～D5

防水シール材露出

軽微

D3D2

D2 

D2 

D3 

D3 
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2.6 まとめ 

 仕上げの損傷状況と経験最大変形角について、静的加力実験と実大振動実験の損傷観察

の結果を、既往の論文と併せて整理し、内外装仕上げの損傷状況から経験最大変形推定のた

めの指標を提案した。その結果、内装については損傷のばらつきが比較的少なく、建物が塑

性化しているか否かのおおよその目安は開口部隅からの破れが通っているか、小破や中破

とされている変形角を経験しているかどうかの判断は、石膏ボード目地に沿ったクロスの

破れが通っているか否かを確認すればよいことがわかった。また、南面に多い大開口の隅部

や階段周りのクロスの損傷は他と比べて早い段階でみられる傾向があることが明らかとな

った。一方、外装のサイディングの損傷についてはばらつきが大きいことを確認した。今後

より様々な仕様の損傷状況と経験変形の関係について資料を蓄積することで、より推定精

度を高めることが課題であると考える。一方、住宅の変形角が継続使用するか否かを迷う

1/120～1/60rad 程度である場合には、たとえ継続使用を決めた場合であってもクロスの損

傷、及び一部で開口部の石膏ボード隅部の圧壊が進んでいることから、貼り替えが必要とな

ると想定されるため、決まった変形で必ず定性的な損傷が確認できるような仕上げ素材を

開発することで、誰でも木造住宅の経験最大変形角を簡単に正確に判断できるようになる

のではないかと考える。 

継続使用されるための条件となる被害レベル D2 の時の経験変形角は、提案指標と 2016

年熊本地震を被災した被害レベル D2 住宅の外装仕上げの損傷状況との対応から、概ね

1/60rad であることがわかり、これを本研究では継続使用限界変形角と置くこととした。 
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第3章 釘接合部の繰返し加力実験 

 

3.1 はじめに 

 第 1 章で述べた通り木造住宅における主な水平抵抗要素は耐力壁であり、その中でも面

材耐力壁のせん断性能を決定づけるのは釘の単位接合部である。そのため、耐力壁の構造特

性を把握するために、釘あるいはビス接合部のせん断実験の結果が蓄積されているところ

である。カナダでは、釘接合部のせん断実験結果を用いて耐力壁をモデル化し、木造住宅全

体の地震時挙動解析を実施している研究がある[例えば 3.1]。釘接合部は、特に大変形が繰

り返される場合においては釘が疲労破壊を起こすことが知られており[例えば 3.2]、接合部

の荷重変形履歴の再現精度向上を目指して、釘接合部の繰返し変形による耐力劣化を把握

するための研究がいくつか実施されている[例えば 3.3]。 

 しかし、先行研究において対象とされている変形の多くが、降伏変位を超える比較的大き

な変形領域であり小・中地震を対象としたものが少ないことや、比較的小変形の繰返しを実

施している場合でも、疲労限度を明らかとすることを主目的として研究が進められている

ことから、繰返し数と荷重低下の関係を細かく追跡している研究例は少ない。さらには、現

在主流となっている針葉樹合板や近年採用率が高まっている OSB や MDF を用いた研究が

少ないなど、対象としている面材の種類が少なく、統一的に繰返し変形による荷重低下傾向

を調査した例が少ないことが課題である。 

 そこで本章では、一般的に耐力壁として用いられる材料を想定し、面材４種、軸組材 2 種、

接合具 2 種を用いた釘接合部について小・中地震を想定した小変形の多数回繰返しを対象

とした実験により、その劣化傾向を確認するとともに、耐力壁の劣化傾向の評価に用いるデ

ータを得ることを目的とした。 
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3.2 実験概要 

表 3.1 に試験体一覧、図 3.1 に試験体寸法を示す。側材には、一般に木造住宅に用いられ

る材料を想定し、構造用合板（特類 2 級、厚さ：9mm、平均密度：447.2kg/m3、平均含水

率：9.9％）や石膏ボード（厚さ：12mm、平均密度：659.4kg/m3、平均含水率：15.5％ ＊

木材と同様の計算方法で算出）に加え、近年使用量が増えつつある OSB（厚さ：9mm、平

均密度：647.36kg/m3、平均含水率：7.8％）と MDF（厚さ：9mm、平均密度：794.37kg/m3、

平均含水率：8.24％）の 4 種を採用した。主材は、2 層のスギ集成材（E65-F225、断面

58×58mm、平均密度：402.34kg/m3、平均含水率：11.0％）及び SPF（断面 38×89mm、

平均密度：448.67kg/m3、平均含水率：12.0％）の 2 種を用いた。接合具は N50（鉄丸くぎ、

径 2.75mm、長さ 50mm）、CN50（太め鉄丸くぎ、径 2.87mm、長さ 50.8mm）の 2 種とし

た。面材及び主材は各グループの平均密度が揃うように振り分けた。試験体の種類は、側材

-主材-接合具の形で表記するものとし、側材が合板、主材がスギ集成材、接合具が N50 釘

の場合は、合板-スギ-N50 試験体と表記した。 

加力スケジュールは、コントロール（SC）と多数回繰返し（NC）の 2 種とした。コント

ロールは、±0.5mm→±1.0mm→±2.0mm→±4.0mm の正負交番三回繰返し載荷の後、

30mm まで引き切るものとした。多数回繰返し試験体の載荷スケジュールは 3.1 節で述べた

通りに設定し、表 3.2 に示す小変形を繰り返した後、コントロール試験体と同様に 30mm ま

で引き切った。目標変形はコントロール、多数回繰返しともに図 3.2 に示すように三角波で

入力した。加力速度は、目標変形 0.2mm では 0.2mm/sec、0.5mm では 0.5mm/sec、1.0mm

から 3.0mm では 0.75mm/sec とした。 

 

表 3.1 試験体一覧 

側材 

（面材） 

主材 

（軸組材） 
接合具 

加力 

スケジュール 
試験体数 

合板 

OSB 

MDF 

石膏ボード 

スギ集成材 

SPF 

N50 

CN50 

コントロール 

多数回繰返し 

（表 3.2 参照） 

各 6 体 
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図 3.1 試験体寸法（単位：mm） 

 

表 3.2 多数回繰返し（NC）の載荷スケジュール 

想定震度階 
想定変形角 

(rad) 

制御変位 

(mm) 
繰返し回数 

震度 3 
1/2000 ±0.2mm 200 

1/1000 ±0.5mm 200 

震度 4 
1/450 ±1.0mm 50 

1/300 ±1.5mm 50 

震度 4～震度 5 弱 1/200 ±2.0mm 10 

震度 5 
1/180 ±2.5mm 5 

1/150 ±3.0mm 5 

 

 

図 3.2 加力スケジュール 

スギ: 58
SPF: 38

合板
OSB
MDF
石膏ボード

接合具：N50、CN50

スギ: 58
SPF: 89
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形
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サイクル
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目
標
変
形

(m
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)

サイクル

          

±0.2mm
×200

±0.5mm
×200

±1.0mm
×50

±1.5mm
×50

±2.0mm
×50

±2.5mm
×5

±3.0mm
×5

±0.5mm
×3

±1.0mm
×3

±4.0mm
×3

±2.0mm
×3

30 mmまで
引き切り

30 mmまで
引き切り

コントロール（SC）

多数回繰り返し（NC）
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 実験時の試験体設置状況は写真 3.1 及び図 3.3 に示す通りとした。載荷は変位制御とし、

300kN ジャッキを用いて実施した。制御変位は主材と側材の相対変位とし、回転の影響を

除去するため試験体の左右に取り付けた変位計（写真 1 中の①・②、東京測器研究所：

CDP10M）の平均とした。また、中央に取り付けた変位計（写真 1 中の③、東京測器研究

所：CDP50M）で引き切り時の変位を測定した。荷重は 5kN ロードセルによって測定した。

また、主材両側面をローラーで挟むことによって回転を拘束するとともに、主材と側材の間

にはテフロンシートを挟み込むことによって摩擦を除去した。 

 

 

写真 3.1 載荷状況 

 

 

図 3.3 試験体のセットアップ 

 

 

  

ローラー

変位計

接合具 変位計受け

変位計

テフロンシート
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3.3 実験結果と考察 

 本節では、大変形領域を含む強度特性値に関わる指標については耐力、それ以外を荷重と

呼び分けて結果を述べる。試験体グループごとに得られた荷重変形関係の包絡線を用いて

完全弾塑性モデル[3.4]によって算出した強度特性値の平均値の一覧を表 3.3-3.6 に示す。た

だし、初期剛性は 0.1Pmax と 0.4Pmax 間の傾きを用いて算出した。また、石膏ボード-SPF-

CN50 の多数回繰返し試験体（NC）については、実験エラー分を除いた 5 体の平均とした。

なお、表中には下限値を併せて示し、最大耐力、降伏耐力、終局耐力については信頼水準

75％における 95％下限許容限界値、初期剛性については信頼水準 75％における 50％下限

許容限界値とした。 
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表 3.3 強度特性値の一覧（合板試験体） 

合板  
Pmax 

(kN) 

Py 

(kN) 

Pu 

(kN) 

K 

(kN/mm) 

N50 

スギ 

コントロール

（SC） 

平均 0.90 0.49 0.78 1.07 

下限値 0.61 0.36 0.56 0.98 

変動係数 0.14 0.11 0.12 0.29 

多数回 

繰返し 

（NC） 

平均 0.94 0.51 0.83 0.67 

下限値 0.81 0.40 0.71 0.60 

変動係数 0.06 0.10 0.06 0.39 

NC/SC 平均 1.04 1.04 1.06 0.63 

CN50 

スギ 

コントロール

（SC） 

平均 1.17 0.67 1.03 0.53 

下限値 0.85 0.32 0.74 0.45 

変動係数 0.11 0.22 0.12 0.53 

多数回 

繰返し 

（NC） 

平均 1.14 0.61 1.01 0.41 

下限値 0.86 0.37 0.83 0.35 

変動係数 0.11 0.17 0.07 0.46 

NC/SC 平均 0.98 0.91 0.98 0.77 

N50 

SPF 

コントロール

（SC） 

平均 0.88 0.50 0.78 1.23 

下限値 0.69 0.40 0.64 1.17 

変動係数 0.09 0.08 0.08 0.18 

多数回 

繰返し 

（NC） 

平均 0.94 0.54 0.85 1.23 

下限値 0.72 0.41 0.66 1.13 

変動係数 0.10 0.10 0.09 0.28 

NC/SC 平均 1.07 1.09 1.08 1.00 

CN50 

SPF 

コントロール

（SC） 

平均 1.27 0.69 1.06 0.42 

下限値 1.05 0.45 0.93 0.38 

変動係数 0.07 0.15 0.05 0.38 

多数回 

繰返し 

（NC） 

平均 1.21 0.64 1.08 0.55 

下限値 0.89 0.44 0.79 0.49 

変動係数 0.11 0.13 0.12 0.36 

NC/SC 平均 0.95 0.93 1.02 1.29 
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表 3.4 強度特性値の一覧（OSB 試験体） 

OSB  
Pmax 

(kN) 

Py 

(kN) 

Pu 

(kN) 

K 

(kN/mm) 

N50 

スギ 

コントロール

（SC） 

平均 0.88 0.52 0.81 1.06 

下限値 0.70 0.36 0.63 0.93 

変動係数 0.09 0.13 0.09 0.44 

多数回 

繰返し 

（NC） 

平均 0.98 0.55 0.87 0.92 

下限値 0.84 0.44 0.74 0.85 

変動係数 0.06 0.09 0.06 0.25 

NC/SC 平均 1.11 1.05 1.08 0.86 

CN50 

スギ 

コントロール

（SC） 

平均 1.17 0.66 1.06 0.72 

下限値 0.83 0.33 0.74 0.65 

変動係数 0.12 0.21 0.13 0.34 

多数回 

繰返し 

（NC） 

平均 1.24 0.64 1.11 0.65 

下限値 0.79 0.30 0.65 0.56 

変動係数 0.16 0.23 0.18 0.47 

NC/SC 平均 1.06 0.98 1.04 0.90 

N50 

SPF 

コントロール

（SC） 

平均 0.98 0.58 0.87 1.19 

下限値 0.65 0.40 0.59 1.04 

変動係数 0.14 0.13 0.14 0.42 

多数回 

繰返し 

（NC） 

平均 0.85 0.50 0.77 0.88 

下限値 0.61 0.38 0.56 0.79 

変動係数 0.12 0.10 0.12 0.34 

NC/SC 平均 0.87 0.85 0.88 0.74 

CN50 

SPF 

コントロール

（SC） 

平均 1.14 0.78 1.26 0.69 

下限値 1.00 0.41 0.86 0.55 

変動係数 0.12 0.20 0.14 0.65 

多数回 

繰返し 

（NC） 

平均 1.26 0.69 1.14 0.66 

下限値 0.82 0.51 0.75 0.59 

変動係数 0.15 0.11 0.15 0.33 

NC/SC 平均 0.89 0.88 0.91 0.96 
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表 3.5 強度特性値の一覧（MDF 試験体） 

MDF  
Pmax 

(kN) 

Py 

(kN) 

Pu 

(kN) 

K 

(kN/mm) 

N50 

スギ 

コントロール

（SC） 

平均 0.94 0.57 0.82 2.09 

下限値 0.81 0.49 0.72 1.92 

変動係数 0.06 0.06 0.06 0.27 

多数回 

繰返し 

（NC） 

平均 0.98 0.60 0.85 1.41 

下限値 0.73 0.44 0.63 1.32 

変動係数 0.11 0.12 0.11 0.22 

NC/SC 平均 1.05 1.06 1.03 0.67 

CN50 

スギ 

コントロール

（SC） 

平均 1.43 0.78 1.30 1.08 

下限値 1.09 0.54 1.01 0.94 

変動係数 0.10 0.13 0.10 0.45 

多数回 

繰返し 

（NC） 

平均 1.30 0.71 1.20 1.05 

下限値 0.79 0.43 0.75 1.00 

変動係数 0.17 0.17 0.16 0.16 

NC/SC 平均 0.91 0.91 0.92 0.97 

N50 

SPF 

コントロール

（SC） 

平均 0.93 0.55 0.84 1.06 

下限値 0.65 0.43 0.63 0.97 

変動係数 0.13 0.10 0.11 0.28 

多数回 

繰返し 

（NC） 

平均 1.11 0.63 1.08 0.77 

下限値 0.66 0.30 0.49 0.72 

変動係数 0.18 0.22 0.23 0.24 

NC/SC 平均 1.20 1.14 1.28 0.73 

CN50 

SPF 

コントロール

（SC） 

平均 1.57 0.85 1.38 1.05 

下限値 1.26 0.80 1.13 0.97 

変動係数 0.09 0.03 0.08 0.26 

多数回 

繰返し 

（NC） 

平均 1.58 0.89 1.41 1.30 

下限値 1.13 0.59 0.99 1.15 

変動係数 0.12 0.14 0.13 0.37 

NC/SC 平均 1.01 1.04 1.03 1.23 
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表 3.6 強度特性値の一覧（石膏ボード試験体） 

石膏ボード  
Pmax 

(kN) 

Py 

(kN) 

Pu 

(kN) 

K 

(kN/mm) 

N50 

スギ 

コントロール

（SC） 

平均 0.50 0.31 0.42 0.30 

下限値 0.45 0.25 0.38 0.28 

変動係数 0.04 0.07 0.05 0.29 

多数回 

繰返し 

（NC） 

平均 0.49 0.27 0.42 0.27 

下限値 0.46 0.23 0.40 0.24 

変動係数 0.03 0.05 0.02 0.27 

NC/SC 平均 0.99 0.88 0.99 0.88 

CN50 

スギ 

コントロール

（SC） 

平均 0.57 0.36 0.48 0.33 

下限値 0.54 0.32 0.42 0.31 

変動係数 0.03 0.04 0.05 0.26 

多数回 

繰返し 

（NC） 

平均 0.58 0.31 0.48 0.31 

下限値 0.47 0.22 0.40 0.28 

変動係数 0.08 0.12 0.07 0.31 

NC/SC 平均 1.01 0.87 0.99 0.91 

N50 

SPF 

コントロール

（SC） 

平均 0.49 0.29 0.41 0.23 

下限値 0.45 0.26 0.39 0.22 

変動係数 0.03 0.05 0.03 0.15 

多数回 

繰返し 

（NC） 

平均 0.51 0.30 0.43 0.28 

下限値 0.47 0.26 0.39 0.26 

変動係数 0.03 0.06 0.03 0.23 

NC/SC 平均 1.03 1.02 1.04 1.24 

CN50 

SPF 

コントロール

（SC） 

平均 0.48 0.30 0.41 0.26 

下限値 0.42 0.25 0.36 0.24 

変動係数 0.06 0.08 0.05 0.21 

多数回 

繰返し 

（NC） 

平均 0.54 0.29 0.45 0.28 

下限値 0.47 0.27 0.41 0.28 

変動係数 0.05 0.03 0.03 0.39 

NC/SC 平均 1.12 0.97 1.10 1.08 
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3.3.1 面材の違いによる比較 

 本項では、面材の違いによる小変形繰返しの影響を検討するために、接合具に N50、主材

にスギを用いた場合の試験体について詳細に考察をおこなう。図 3.4 に N50-スギ試験体の

荷重変形関係の例を示す。また、図 3.5 に、荷重変位関係の包絡線を各グループ 6 体の平均

として示す。平均値を比較すると、どの面材の場合においても、コントロールと多数回繰返

し試験体の間に明確な最大耐力や降伏耐力、終局耐力の差がみられないことが明らかとな

った。初期剛性については、合板と MDF の多数回繰返し試験体はコントロールの 6 割程度

に低下したが、OSB と石膏ボードはコントロールの 9 割程度となった。平均包絡線を比較

するとスギ-N50 試験体に関しては、多数回繰返し試験体において繰返しをおこなった 0.2

～3.0mm 変位領域内においては、コントロールの包絡線と比較して新規変形での荷重が低

くなる傾向が見られた。最終加力後の破壊性状として、パンチングと釘のせん断破壊の 2 種

がみられたが、コントロールと多数回繰返し試験体で破壊性状は変化しなかった。 

図 3.6 に同一振幅の繰返しにおける荷重残存率の推移を示す。ここでは、制御変位のステ

ップごとに 1 回目の荷重を 100％と置いて示している。以降、本研究では荷重残存率を同一

振幅の繰返しにおける 1 回目の荷重に対する比と定義する。合板試験体と石膏ボード試験

体の±0.5mm の繰返しにおいて、試験機の制御及びガタが原因だと考えられる荷重のばら

つきがみられた。しかし、全体的な荷重の低下傾向を得るには問題はないと考える。また、

2.5mm から 3.0mm の繰返しにおいては、繰返し数が少ないため、見かけ上の 1 回あたりの

ばらつきが大きくなっていることに注意されたい。すべての試験体において、1 回目と比較

して 2 回目以降の荷重は低下傾向にあった。合板、OSB、MDF は概ね同様の傾向を示して

おり、±1.5mm までは繰返し回数 10 回程度まで荷重が大きく低下し、その後、本実験の繰

返し数の範囲では横ばいもしくは緩やかに低下していく傾向がみられた。±0.2mm の繰返

しでは、大きな荷重低下はみられず、90％程度を維持した。±0.5mm の繰返しでは 80％前

後、±1.0～1.5mm の繰返しでは 70％程度まで荷重が低下した。目標変位が大きくなるほ

ど、繰返し 1 回あたりに低下する荷重が大きくなる傾向がみられた。石膏ボードの荷重の

残存率については、1.5mm 以降の変形では、そのほかの面材と大差がなかったものの、0.2

～1.0mm の間の繰返しでは、他と比べて荷重が大きく低下する傾向があった。±0.2mm の

繰返しでも荷重が 1 回目の 60%程度まで低下することがわかり、石膏ボードを建物の耐力

要素として期待する場合には、繰返し変形による荷重低下現象に留意する必要がある可能

性がわかった。ただし、全ての面材において、いずれの変位においても実験した範囲の繰返

し数では急激な荷重低下を起こし破壊する試験体はみられなかった。 

 写真 3.2、3.3 に加力後の合板試験体、石膏ボード試験体の破壊性状を示す。石膏ボード

試験体は小変形の繰返しにおいても石膏ボードがボロボロと崩れていく様子が観察され、

これが他の面材と比較して荷重低下が大きかった要因と考える。 

 図 3.7 に等価線形化法によって求めた等価剛性及び等価粘性減衰定数の推移を示す。等価

剛性、等価粘性減衰定数ともに荷重と同様、各ステップ初めの 5～10 回の繰返しで低下す
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るものの、その後は緩やかに低下していく傾向がみられ、急激な低下はみられなかった。荷

重低下に伴って等価剛性も低下することから、大地震時の木造住宅の応答変形が増加する

可能性が示された。等価粘性減衰定数に関しては、合板、OSB、MDF と比較して特に石膏

ボードにおける低下度合いが大きかった。 

 

 

図 3.4 荷重-変形関係（N50-スギ試験体） 

 

 

図 3.5 荷重変形関係の包絡線（スギ-N50 試験体） 
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図 3.6 荷重残存率の推移（スギ-N50 試験体） 
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写真 3.2 合板試験体 写真 3.3 石膏ボード試験体 

 

 

図 3.7 等価剛性及び等価粘性減衰定数の推移（スギ-N50 試験体） 

 

 

3.3.2 主材・接合具の違いによる比較 

本項では、主材や接合具の違いによる荷重低下傾向の差異に着目して実験結果を比較す

る。ここで、面材として MDF を用いた試験体について着目して結果を述べると、表 3.5 よ

り最大耐力、降伏耐力、終局耐力の平均値について、いずれの試験体においても多数回繰返

し試験体の方がコントロール試験体と比較して大きく低下する傾向はみられず、N50-スギ

試験体の傾向と一致した。初期剛性については、接合具に N50 を用いた試験体はコントロ

ールと比較して 7 割程度に低下したが、CN50 を用いた試験体には低下傾向がみられなか

った。面材ごとに荷重残存率の推移を図 3.8-3.11 に示す。いずれの変位においても本検討
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られず、はじめの 10 回程度以降では繰返し数が多くなるにしたがって緩やかに低下し、そ

の後本実験の繰返し回数の範囲内では徐々に低下するか横ばいとなった。図 3.12 に目標変

位 0.2mm の 1 回目の加力時を 100%として算出した等価剛性及び等価粘性減衰定数の残存

率の推移を示す。残存率として比較した場合、主材や接合具が異なる場合でも等価剛性の低

下傾向に大きな差異はみられなかった。一方、等価粘性減衰定数について、SPF-N50 試験

体のみ目標変位 1.0mm 以降に大きな低下がみられず、SPF の場合は傾向が異なる可能性が

あることがわかった。ただしその他の試験体は、スギ-N50 試験体との大きな差異はみられ

なかった。 

 

  

図 3.8 荷重残存率の推移 

（合板各種試験体） 

図 3.9 荷重残存率の推移 

（OSB 各種試験体） 
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図 3.10 荷重残存率の推移 

（MDF 各種試験体） 

図 3.11 荷重残存率の推移 

（石膏ボード各種試験体） 
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図 3.12 等価剛性及び等価粘性減衰定数の残存率の推移（MDF 各種試験体） 
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3.4 まとめ 

木造住宅の使用期間における小・中地震による繰返し変形が釘接合部のせん断性能にど

のような影響を及ぼすかを確認するために、小変形の多数回繰返しを伴う釘接合部の一面

せん断実験をおこなった。 

その結果、繰返し小変形を受ける場合においても、1 サイクル目と比較して荷重が低下す

ることを確認した。本章で検証した木質面材は 7 割程度の荷重を維持したが、石膏ボード

は他と比べて荷重の低下が大きく、耐力に加算している際には考慮する必要がある可能性

が示された。また、荷重低下には収束傾向があることを確認した。一方で、繰返し小変形を

受けた場合でも、最大耐力や降伏耐力などの大変形時の強度特性値には大きく影響しない

ことが明らかとなった。ただし、特にスギ-N50 試験体において、多数回の繰返しをおこな

った変形 0.2～3.0mm での 1 回目の荷重は、繰返し変形を受けていないものと比較して若

干低くなる傾向がみられた。本検討では、主材（スギ、SPF）や接合具（N50、CN50）の異

なる組み合わせにおいても、繰返し変位による荷重残存率や等価剛性の低下傾向は、スギと

N50 を用いた場合と大きく変わらなかった。 
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第4章 実大壁の繰返し加力実験 

 

4.1 はじめに 

木造住宅の主要な耐震要素である耐力壁の性能評価実験では、通常、同じ変形角を 3 回

ずつ繰り返すことによって性能低下を含めた評価をおこなっている。しかし、大変形が複数

回繰り返される場合は荷重低下及び復元力特性に与える影響が大きく、その後の地震に対

する木造住宅の応答変形に大きく影響することが知られている。これまで北米では

CUREE-Caltech Woodframe プロジェクト[4.1]をはじめとして、繰返し変形による耐力壁

の劣化現象に着目した研究が実施されている[4.2-4.9]。日本においても、大変形領域の繰返

しによる耐力壁の性能低下が報告されており、例えば五十田らは、合板、石膏ボード、筋か

い壁を対象としたランダム載荷または定振幅の繰返し実験により、荷重低下傾向について

報告している[4.10]。山崎らは、大地震の繰返しを想定し、降伏変位以降の変形の繰返しに

着目した実験の結果を報告している[4.11、4.12]。しかし、これらの既往の取り組みは主に

大地震時の応答予測やその後の余震への影響、木造住宅の地震時挙動予測の精度向上を目

的としており、大地震時を想定した大変形の繰返しが対象となっている。したがって、多数

回の小変形の繰返しを対象とした検討例は極めて少なく、その影響については明らかとな

っていない。 

本章では、小・中地震による小変形の繰返しが耐力壁のせん断性能に与える影響を明らか

とすることを目的とする。日本の木造住宅に一般的に採用される耐力要素を想定し、合板壁、

石膏ボード壁、筋かい壁の繰返し加力実験を実施し、その劣化特性を明らかとする。さらに、

第 3 章で得た釘接合部実験の結果を用いて、壁構面の繰返し小変形による荷重低下傾向が

表現可能かについても検討する。 
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4.2 実験方法 

小変形の繰返しによる耐力壁の荷重低下傾向を把握するために、実大壁の面内せん断実

験を実施した。第 3 章では、合板、OSB、MDF、石膏ボードを面材として用いた釘接合部

を対象とした小変形の繰返し実験を実施し、合板、OSB、MDF は小変形の繰返し時の荷重

低下傾向が概ね同様であること、石膏ボードはそれらと比較して特に大きな荷重低下を示

すことを明らかとした。合板、OSB、MDF は同様に評価できると判断し、ここでは、耐力

面材として合板と石膏ボードを用いることとした。さらに、日本の木造住宅において一般的

に採用される筋かい壁を加えて実験を実施した。 

表 4.1 に試験体一覧、図 4.1、4.2 に試験体寸法を示す。試験体は 910×2730mm の 1P 壁

とした。面材は針葉樹合板（構造用特類 2 級、厚さ：9mm、平均密度：556.6kg/m3、平均

含水率：9.8％）と石膏ボード（GB-R、厚さ：12.5mm、平均密度：540.0kg/m3、平均含水

率：15.4％＊木材と同様の計算方法により算出した）の 2 種とした。筋かいは、45×90mm

のベイマツ製材（平均密度：524.42kg/m3、平均含水率：15.24％）とした。梁は内層にスギ、

外層にベイマツを配した 105×180mm の構造用異樹種集成材（E105-F300、Japanese 

Agricultural Standards、以下 JAS）、柱及び土台は 105×105mm のスギ同一等級構成集成材

（E65-F225, JAS）、間柱には 30×105 のスギ KD 材を用いた。柱と土台及び梁の接合は短

ほぞ差し（図 4.3）とし、N90 釘 2 本を平打ちし、山形プレート（VP）を用いて留め付け

た。間柱と土台及び梁は N75 釘 2 本を斜め打ちすることで留め付けた。合板及び石膏ボー

ドは N50 釘@150mm で留め付けた。なお、軸組のみのコントロール試験体を 1 体計画して

いたが実験時の制御エラーにより試験体数が減少した。筋かいは、壁倍率 2 倍用金物（BP2）

を用いて軸組に留め付けた。 

加力スケジュールを表 4.2 及び図 4.4 に示す。加力スケジュールは、標準繰返し（SC）と

多 数 回 繰 返 し （ NC ） の 2 種 と し た 。 SC 試 験 体 の 載 荷 ス ケ ジ ュ ー ル は 、

±1/450rad→±1/300rad→±1/200rad→±1/150rad→±1/100rad→±1/75rad→±1/50rad

の正負交番三回繰返し載荷の後、±1/30rad を 1 回載荷し、150mm まで加力するものとし

た。これは、日本において木造耐力壁の性能評価に用いられる最も一般的な加力スケジュー

ルである。本章では、単調載荷の結果ではなく、この加力方法で得られた性能を標準として

NC 試験体との比較に用いた。NC 試験体については、第 1 章で設定した加力スケジュール

（表 4.2）の後、コントロールと同様のスケジュールに従って追加で載荷をおこない、強度

特性値を確認した。 

試験体のセットアップを写真 4.1 及び図 4.5 に示す。実験は柱脚の浮き上がりを拘束する

タイロッド式で実施した。載荷は面材壁試験体については、頂部変形から土台の滑り、柱の

鉛直変位を差し引いた真の変形角（式 4.1）を用いた変位制御とした。ここで、2730mm は

試験体高さ、910mm は試験体幅である。筋かい試験体については、制御装置の都合により、

頂部変形（δ1）を用いたみかけの変形角による変位制御とした。加力には最大加力 300kN、

最大ストローク 800mm のジャッキを用いた。 
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真の変形角 

𝛾0 = (𝛿1 − 𝛿2)/2730 − (𝛿3 − 𝛿4)/910 (rad)・・・（式 4.1） 

 ＊𝛿1、𝛿2、𝛿3、𝛿4は図 4.5 参照 

 

表 4.1 試験体一覧 

 軸組のみ 合板壁 石膏ボード壁 筋かい壁 

コントロール 

（SC） 
- 1 1 1 

多数回繰返し 

（NC） 
1 3 3 3 

 

 

図 4.1 面材壁の試験体寸法（単位：mm） 

 

図 4.2 筋かい壁の試験体寸法（単位：mm） 
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図 4.3 短ほぞ差しの寸法（単位：mm） 

 

表 4.2 NC 試験体の加力スケジュール 

想定震度 
層間変形角 

(rad) 

目標変形 

(mm) 

繰返し回数 

震度 3 
1/2000 ±1.4 200 

1/1000 ±2.7 200 

震度 4 
1/450 ±6.1 50 

1/300 ±9.1 50 

震度 4～5 弱 1/200 ±13.7 10 

 

 
図 4.4 加力スケジュール 
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写真 4.1 実験の様子 

 

図 4.5 試験体のセットアップ 
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4.3 実験結果と考察 

 図 4.6－4.9 に各仕様の NC 試験体の荷重変形関係の例を示す。なお、筋かい試験体につ

いては、変位を真の変形に換算して示した。筋かいに圧縮力が作用する場合を圧縮、引張力

が作用する場合を引張と呼称する。図 4.10 に、荷重変形関係の包絡線を各グループの平均

として示す。また、完全弾塑性モデル[4.13]によって算出した強度特性値の一覧を表 4.3-4.6

に示す。ここで剛性は 0.1Pmax と 0.4Pmax 間の傾きとした。また、塑性率𝜇は𝛿𝑦に対する𝛿𝑢の

比率、𝐷𝑠は1/√2𝜇 − 1で計算される値である。短期許容せん断耐力𝑃𝑎は、𝑃𝑦、2/3𝑃𝑚𝑎𝑥、0.2/𝐷𝑠 ∙

𝑃𝑢、𝑃150（1/150rad 時の荷重）の内の最小値である。なお、ここではばらつきは考慮してい

ない。壁倍率は、短期許容せん断耐力を 1.96kN 及び壁の幅（ここでは、0.91m）で割った

値であり、壁量計算で用いられる指標である。表中には下限値を併せて示し、最大耐力、降

伏耐力、終局耐力については信頼水準 75％における 95％下限許容限界値、初期剛性につい

ては信頼水準 75％における 50％下限許容限界値とした。なお、本節では、大変形領域を含

む強度特性値に関わる指標については耐力、それ以外を荷重と呼び分けて結果を述べる。 

面材試験体について、面材が合板、石膏ボードのいずれの場合においても、小変形の繰返

しは、その後の大変形領域における荷重変形関係、靭性には明確な影響は与えないことが明

らかとなった。特性値について平均値を比較すると、面材が合板、石膏ボードの場合にかか

わらず、SC 試験体と NC 試験体の間に大幅な最大耐力や降伏耐力、終局耐力の明確な差は

みられなかった。壁倍率についても差異はなく、小変形の繰返しを受けた場合でも、設計性

能としては健全時と同様のせん断性能を見込んでよいことを確認した。筋かい試験体の場

合においても、筋かいが圧縮力を受ける場合、引張力を受ける場合のどちらについても、面

材耐力壁と同様に小変形の繰返しが強度特性値に与える影響は小さいことがわかった。ま

た、破壊性状について、面材壁試験体の場合には SC 試験体、NC 試験体いずれにおいても、

釘の引き抜け、パンチングアウトや端抜けがみられた（写真 4.2）。大変形の繰返しで知られ

ているような釘の低サイクル疲労による破断などはみられず、多数回の小変形を経験する

ことによる破壊性状の差異は確認できなかった。筋かい壁試験体においても、SC 試験体、

NC 試験体で破壊性状の違いはみられず、筋かい端部の接合部における釘の引き抜け、筋か

いの座屈とこれに伴った筋かい金物の変形を確認した。 
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図 4.6 合板壁試験体の荷重変形関係 図 4.7 軸組のみ試験体の荷重変形関係 

  

図 4.8 石膏ボード壁試験体の荷重変形 

関係 

図 4.9 筋かい壁試験体の荷重変形関係 

 

 
図 4.10 荷重変形関係の包絡線の比較 
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表 4.3 合板壁試験体の強度特性値 

合板 
Pmax 

(kN) 

K 

(kN/mm) 

Pu 

(kN) 

Py 

(kN) 

0.2/Ds・Pu 

(kN) 

2/3Pmax 

(kN) 

P150 

(kN) 

Pa 

(kN) 
壁倍率 

SC 7.35 0.92 6.61 4.16 5.34 4.90 5.61 4.16 2.3 

NC-1 7.07 1.07 6.42 4.32 4.92 4.71 5.39 4.32 2.4 

NC-2 6.42 0.54 5.61 3.91 4.99 4.28 4.61 3.91 2.1 

NC-3 7.00 0.66 5.99 3.97 5.42 4.67 4.68 3.97 2.2 

NC 平均 

(CoV) 

6.83 

(0.29) 

0.76 

(0.22) 

6.01 

(0.33) 

4.06 

(0.18) 

5.11 

(0.22) 

4.55 

(0.19) 

4.89 

(0.35) 

4.06 

(0.18) 

2.2 

(0.10) 

下限値 5.91 0.65 4.95 3.49 4.41 3.94 3.78 3.49 1.96 

NC/SC 0.93 0.82 0.91 0.98 0.96 0.93 0.87 0.98 0.98 

 

表 4.4 石膏ボード壁試験体の強度特性値 

石膏 

ボード 

Pmax 

(kN) 

K 

(kN/mm) 

Pu 

(kN) 

Py 

(kN) 

0.2/Ds・Pu 

(kN) 

2/3Pmax 

(kN) 

P150 

(kN) 

Pa 

(kN) 
壁倍率 

SC 3.93 0.49 3.60 2.55 3.49 2.65 2.82 2.55 1.4 

NC-1 4.01 0.91 3.64 2.50 4.62 2.97 3.19 2.50 1.4 

NC-2 3.61 0.43 3.13 1.90 3.25 2.41 2.44 1.90 1.0 

NC-3 4.59 0.30 4.06 2.91 3.10 3.06 3.29 2.91 1.6 

NC 平均 

(CoV) 

4.07 

(0.40) 

0.55 

(0.26) 

3.61 

(0.38) 

2.44 

(0.41) 

3.66 

(0.68) 

2.71 

(0.27) 

2.97 

(0.38) 

2.44 

(0.41) 

1.3 

(0.23) 

下限値 2.80 0.43 2.41 1.13 1.51 1.87 1.77 1.13 0.63 

NC/SC 1.02 1.13 1.00 0.96 1.05 1.02 1.05 0.96 0.96 

 

表 4.5 圧縮筋かい壁の強度特性値 

圧縮 

筋かい 

Pmax 

(kN) 

K 

(kN/mm) 

Pu 

(kN) 

Py 

(kN) 

0.2/Ds・Pu 

(kN) 

2/3Pmax 

(kN) 

P150 

(kN) 

Pa 

(kN) 
壁倍率 

SC 14.59 0.46 13.40 7.14 7.02 9.73 8.49 7.02 3.93 

NC-1 16.48 0.43 13.40 11.36 6.48 10.99 9.64 6.48 3.63 

NC-2 15.02 0.55 15.44 8.66 7.87 10.01 8.83 7.87 4.41 

NC-3 15.89 0.43 13.74 8.68 5.48 10.59 8.89 5.48 3.07 

NC 平均 

(CoV) 

15.79 

(0.60) 

0.47 

(0.06) 

14.19 

(0.89) 

9.57 

(1.27) 

6.61 

(0.98) 

10.53 

(0.40) 

9.12 

(0.37) 

6.61 

(0.98) 

3.7 

(0.55) 

下限値 13.90 0.44 11.39 5.56 3.52 9.26 7.96 3.52 1.97 

NC/SC 1.08 1.03 1.06 1.34 0.94 1.08 1.07 0.94 0.94 
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表 4.6 引張筋かい壁の強度特性値 

引張 

筋かい 

Pmax 

(kN) 

K 

(kN/mm) 

Pu 

(kN) 

Py 

(kN) 

0.2/Ds・Pu 

(kN) 

2/3Pmax 

(kN) 

P150 

(kN) 

Pa 

(kN) 
壁倍率 

SC 10.84 0.17 - 6.83 - 7.22 4.57 3.14 1.7 

NC-1 9.58 0.25 - 5.19 - 3.38 5.03 3.54 1.9 

NC-2 9.29 0.31 - 4.01 - 6.19 5.16 4.01 2.2 

NC-3 10.09 0.18 - 6.40 - 6.72 4.45 3.31 1.8 

NC 平均 

(CoV) 

9.65 

(0.33) 

0.25 

(0.05) 

- 

(-) 

5.20 

(0.98) 

- 

(-) 

6.43 

(0.22) 

4.88 

(0.31) 

3.62 

(0.29) 

2.0 

(0.16) 

下限値 8.61 0.23 - 2.12 - 5.74 3.91 2.71 1.52 

NC/SC 0.89 1.47 - 0.76 - 0.89 1.07 1.15 1.15 

 

 
(a)釘の曲げ及び抜け出し、(b)パンチングアウト、(c)金物の変形 

写真 4.2 各試験体の破壊性状 

 

図 4.11 に同一振幅の繰返しにおける荷重残存率の推移を示す。ここでは、ステップごと

に 1 回目の荷重を 100％として示している。筋かい試験体、軸組試験体の 1/2000rad の繰

返しにおいては、制御変位が若干正側に軸ずれを起こしたこともあり、荷重に増加傾向がみ

られていることを申し添える。面材壁については接合部の実験と同様、いずれの変位の繰返

しにおいても合板壁と比較して石膏ボード壁の荷重低下が大きいことを確認した。このこ

とから、余力として石膏ボードのせん断性能に期待する場合や準耐力壁として計算に含め

る場合には、繰返し変形による荷重低下の影響を考慮する必要がある可能性が示された。一

方で、前章の接合部実験では、例えば 1/2000rad を想定した繰返し終了時の荷重残存率は、

合板で 90%、石膏ボードで 60%程度であった。しかし、壁実験では同じ変形角の場合にお

いても合板壁には明確な荷重低下がみられず、石膏ボードでも 90％程度の荷重を維持した

ことから低下傾向が緩やかであったことがわかる。これは、接合部実験での目標変形を壁内

(b) 石膏ボード

(c) 筋かい

(a) 合板
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で最も変形量の大きい釘を想定して設定しており、壁試験体における釘の変形量が想定よ

りも小さかったためであると考える。軸組のみ試験体はいずれの変形角においても、本実験

の繰返し数の範囲では明確な荷重の低下傾向はみられなかった。筋かい試験体については、

面材試験体よりも小変形の繰返しによる荷重の低下傾向が小さいことが明らかとなった。

変形が 1/450rad より小さい場合については、押側も引側にも目立った荷重低下が確認され

なかった。1/300rad の 50 回の繰返し時及び 1/200rad の 10 回繰返し時には若干の荷重低

下がみられるが、筋かい耐力壁の場合は、小変形の繰返しによる荷重低下はほとんどみられ

ない結果であった。 

 図 4.12 に等価線形化法によって求めた等価剛性及び等価粘性減衰定数の推移を示す。

1/2000rad の繰返しにおける筋かい試験体は、荷重残存率と同様に制御変位のばらつきによ

り上昇傾向がみられた。等価剛性、等価粘性減衰定数ともに荷重と同様、各ステップ初めの

5～10 回の繰返しで低下することが確認され、小変形の場合であっても影響があることを確

認した。しかし、その後の繰返しでは収束傾向がみられ、緩やかに低下もしくは横ばいにな

っていき、急激な低下はみられなかった。 
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図 4.11 荷重残存率の推移 
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図 4.12 等価剛性と等価粘性減衰の推移 
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4.4 接合部実験結果を用いた面材壁の荷重低下の推定 

第 3 章で得た軸組-面材の釘接合部実験結果を用いて、壁実験で得られた荷重残存率を説

明可能かについて検討する。合板-スギ-N50 釘接合部について、第 3 章で得られた各変形

（ステップ）での荷重残存率と繰返し数関係を、図 4.13 に示すように両対数表示した。こ

こで、釘接合部実験の 0.2mm から 2.5mm を繰り返した結果を用いた。3.0mm を対象外と

した理由は、荷重のばらつきが大きく、繰返し数が少ないことで評価に与える影響が大きく

なると考えたためである。図 4.13 を見ると、荷重残存率-繰返し数関係は概ね比例関係とみ

なせることがわかった。そこで、線形回帰により変形ごとに傾きを算出した。ここで、新規

変形での荷重残存率は 100％であるため、近似直線の y 切片は 2 とした。各変形において得

られた傾きを図 4.14 のように変形ごとに並べてプロットした。変形が大きいほど近似直線

の傾きが大きくなり、荷重低下が大きいことを示している。ここで、繰返し変形量と近似直

線の傾き関係にも概ね比例関係があるとみなした。変形が 0 の時には荷重低下が起こらな

いため、y 切片を 0 として線形回帰により傾きを求め、これを用いて式 4.2 のように任意変

形、任意繰返し数での荷重残存率の算定式を導出した。石膏ボードについても同様の操作を

おこない、図 4.14 より荷重残存率の算定式を得た。 

 

荷重残存率 R(%) = 102 ∙ 𝑁𝑎 ・・・(4.2) 

ここで、𝑎 =減速指数（合板：𝑎 = −0.047𝑥、石膏ボード：𝑎 = −0.077𝑥） 

 𝑥：変形(mm)、𝑁：繰返し数（回） 

 

 

図 4.13 釘接合部の残存荷重と繰返し回数関係（対数表示） 
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図 4.14 変形と近似直線で得られた傾きの関係 

 

釘接合部の実験結果を用いて壁の荷重変形関係を算出するモデルについてはいくつか提

案されている。Tuomi ら[4.14]は 4 隅に打たれた釘は対角方向に変位するという仮定のも

と比較的単純に変形挙動を推定する手法を提案している。神谷[4.15]や村上ら[4.16]は力の

つり合いにより面材の回転方向を求めるモデルを提案している。さらに戸田[4.17]は、生物

劣化などによって一部分の釘接合部が劣化した場合の評価を想定し、壁面内に異なる荷重

変位関係を持つ釘が混在する場合に適応できるように式を改良している。計算方法につい

て概説すると次の通りである。 

各釘について通し番号を𝑖と置いて各釘が負担する荷重を考慮した重み付けをおこなうと、

座標原点から中立軸までの距離は式 4.3、4.4 で表される。 

𝑥0 =
∑ 𝑥𝑖 × 𝑝𝑖

∑ 𝑝𝑖
 (4.3) 

𝑦0 =
∑ 𝑦𝑖 × 𝑝𝑖

∑ 𝑝𝑖
 (4.4) 

 𝑥0：座標原点から x 方向の中立軸までの距離(mm) 

 𝑥𝑖：番号𝑖の釘の x 座標(mm) 

 𝑝𝑖：番号𝑖の釘が負担する荷重(N) 

 𝑦0：座標原点から y 方向の中立軸までの距離(mm) 

 𝑦𝑖：番号𝑖の釘の y 座標(mm) 
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また、x 方向と y 方向それぞれのモーメント－回転角関係は式 4.5－4.7 で、層間変形角と

x 方向、ｙ方向の回転角の関係は式 4.8 で表される。 

𝑀𝑥 = 𝐾𝑥 × 𝜃𝑥 (4.5) 

𝑀𝑦 = 𝐾𝑦 × 𝜃𝑦 (4.6) 

𝑀𝑥 = 𝑀𝑦 (4.7) 

𝑅 = 𝜃𝑥 × 𝜃𝑦 (4.8) 

 𝑀𝑥：x 方向のモーメント(Nmm) 

𝐾𝑥：x 方向の回転剛性(Nmm/rad) 

𝜃𝑥：x 方向の回転角(rad) 

𝑀𝑦：y 方向のモーメント(Nmm) 

𝐾𝑦：y 方向の回転剛性(Nmm/rad) 

𝜃𝑦：y 方向の回転角(rad) 

𝑅：層間変形角(rad) 

 

ここで、釘ごとの割線剛性を考慮した重み付けをおこなうと、回転剛性は式 4.9、4.10 で

示される。また、各釘の変形量は式 4.11、4.12 を用いて 4.13 で表される。 

 

𝐾𝑥 = ∑ 𝐾𝑖 × (𝑦𝑖 − 𝑦0)2 (4.9) 

𝐾𝑦 = ∑ 𝐾𝑖 × (𝑥𝑖 − 𝑥0)2 (4.10) 

𝛿𝑖𝑥 = (𝑦𝑖 − 𝑦0) × 𝜃𝑥 (4.11) 

𝛿𝑖𝑦 = (𝑥𝑖 − 𝑥0) × 𝜃𝑦 (4.12) 

𝛿𝑖 = √𝛿𝑖𝑥
2 + 𝛿𝑖𝑦

2 (4.13) 

𝐾𝑖：番号𝑖の釘の割線剛性(N/mm) 

𝛿𝑖𝑥：番号𝑖の釘の x 方向変位(mm) 

𝛿𝑖𝑦：番号𝑖の釘の y 方向変位(mm) 

𝛿𝑖：番号𝑖の釘の変位(mm) 
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式 4.3－4.12 は収束計算によって求まり、任意の層間変形角と対応する水平せん断力の関

係は式 4.14 で求めることができる。なお、ここでは計算回数を 30 回とした。 

𝑃 × 𝐻 = 𝑀𝑥 = 𝑀𝑦 =
𝐾𝑥 × 𝐾𝑦

𝐾𝑥 + 𝐾𝑦
× 𝑅 (4.14) 

𝐻：壁高さ(mm) 

 

本研究ではこの計算方法を基に、各釘について変形量と繰返し回数に対応する荷重残存

率を式 4.2 より計算し、個々の釘接合部の荷重に掛け合わせて壁の荷重を計算することによ

り、壁全体としての荷重残存率を算出した。推定結果と実験値の比較を図 4.15 に示す。実

験結果は、繰返し実験の対象とした 1/200rad まで、推定値は 1/30rad まで示し、荷重残存

率の下限を 30％とした。 

 合板壁については、1/2000rad の繰返しによる荷重低下を多少大きく評価しているが、壁

のせん断実験による荷重低下傾向を表現できていると言える。石膏ボードについては

1/1000rad の繰返し時の荷重残存率の推定値が実験値に対して大きく算出される危険側の

評価となった。原因は不明である。しかし、それ以外の変形の繰返しにおいては、実験結果

を良好に表現できていると考える。以上より、小変形の繰返しによる耐力壁の荷重低下傾向

は、釘接合部の繰返し実験を実施することにより概ね推定することが可能であることを確

認した。 
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図 4.15 推定結果と実験結果の比較（実線：推定結果、点線：実験結果） 
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4.5 まとめ 

木造住宅の使用期間中に複数回受ける小・中地震を原因とする繰返し小変形が耐力壁の

せん断性能にどのように影響するかを確認するために、合板と石膏ボードを用いた面材壁

及び筋かい壁を対象とした多数回小変形を伴う面内せん断実験を実施した。 

その結果、面材壁については小変形が繰り返される場合であっても、同一変形の繰返しに

よる荷重低下及び等価剛性の低下が確認された。さらに石膏ボード壁における荷重低下は

合板壁よりも大きかった。一般に石膏ボード壁は耐力要素として算入されないが、余力とし

て期待する場合又は準耐力壁として計算に含める場合には、繰返し変形による劣化を考慮

する必要がある可能性が示された。筋かい壁については、筋かいに圧縮力が作用する場合、

引張力が作用する場合のいずれにおいても 1/450rad までは明確な荷重低下傾向がみられず、

その後の荷重低下も面材壁のそれよりも小さかった。軸組のみの試験体では 1/200rad まで

のいずれの変位においても荷重低下傾向がみられなかった。 

耐力壁が小さな変形を繰返し受けた場合でも、最大耐力や降伏耐力などの強度特性値は

大きな影響を受けないことが明らかとなった。 

 釘接合部の実験結果から繰返し小変形を受ける耐力壁の荷重低下傾向を計算した結果、

一部対応しない変位があったものの、概ね表現可能であることを確認した。 
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第5章 複数回の小・中地震が木造住宅の大地震時の応答変形に 

与える影響 

 

5.1 はじめに 

1995 年に発生した兵庫県南部地震以降、木造住宅の地震時挙動を把握するための振動実

験が盛んに実施されるようになった。また、これに伴って木造住宅の地震応答解析の精度向

上に向けて復元力特性のモデル化が進められてきた[例えば 5.1]。また近年では、中川[5.2]

によって個別要素法を応用した木造住宅倒壊解析ソフト「wallstat」が開発されるなど、新

たな解析手法の提案もなされているところである。 

耐力壁の非線形特性や特に大変形の繰返しによる耐力低下が大きいといった特性を表現

した復元力特性について検討した例もいくつかある。枠組壁構法については、Stewart [5.3]

が、繰返し実験結果の挙動を再現する復元力特性を提案している。また、Foliente ら [5.4]

は 10 以上のパラメータを持つ関数モデルを、Folz ら[5.5]は骨格曲線を exp 関数で表し、

繰返し挙動ではピンチング後に最大点を指向するモデルを提案した。Pang ら [5.6]は、Folz

の指数関数モデルを踏襲しつつ、繰返し変形時に剛性劣化を考慮できるように 2 つの骨格

曲線を持つ Evolutionary Parameter Hysteretic Model （以下、EPHM）を提案した。さら

に、このモデルを基に人見ら[5.7]、五十田[5.8]は、一定の変形量での複数回の繰返し変形

において、繰返し変形の際に指向する最大点の低下を考慮したモデル（以下、改良 EPHM）

を提案している。他にも、Filiatrault [5.9]による剛性劣化を考慮したモデル、Davenne ら 

[5.10]による強度低下を考慮したモデルが提案されている。Ayoub [5.11]は、強度、剛性劣

化を考慮した復元力特性を用いた振動解析の結果、木造建物の応答評価の際に劣化の影響

を正確に考慮することの重要性を強調している。 

一方で、第４章までで明らかとしたように、一般的に弾性域とみなされるような小変形が

繰り返される状況において、最大耐力や降伏耐力などの全体的な強度特性には大きく影響

しないものの、一定振幅の繰返しによる荷重低下がみられることがわかった。そのため、使

用期間内に複数回受けると考えられる小・中地震による繰返し変形を経験することにより、

その後の大地震における応答変形が増加する可能性がある。既存住宅については、耐震補強

のための補強計画をおこなう際に現状の耐震性能を適切に評価する必要があり、このよう

な耐震性能劣化を考慮する必要がある。新築住宅においても、より長期的な使用を目指すた

めには、繰返し変形による耐力劣化傾向を把握し、これを考慮した耐震設計をおこなう必要

があると考える。 

本章では、小・中地震による小変形の繰返しによる耐力壁の荷重低下が大地震時の木造住

宅の応答変形に与える影響を解析的に明らかにすることを目的とする。耐力壁の繰返し加

力実験で得られた劣化傾向を用いて、小変形の繰返しによる荷重低下を考慮した耐力壁の



第 5 章 複数回の小・中地震が木造住宅の 

大地震時の応答変形に与える影響 

-88- 

復元力モデルを作成し、2 質点系モデルを用いた応答解析を実施する。 

クライテリアとして、第 2 章で検討した継続使用限界変形（大地震後の継続使用を想定

した限界変形）を挙げ、大地震入力時の応答変形がこれを満たすために必要な耐震性能を繰

返し変形による劣化現象を考慮して検討するとともに、既存住宅の耐力低減率についても

提案する。 
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5.2 解析方法 

小・中地震を複数回受けた後、大地震を受けた場合の木造住宅の応答変形を解析的に検証

する。本研究では、第 1 章で示した通り、小・中地震を気象庁震度階で震度 3-5 弱程度の地

震と定義した。震度 3－5 弱の地震波は BSL 波に各震度に対応する倍率を乗じることで作

成した。なお、同じ震度の地震であっても地盤特性や卓越周期の違いによって、建物の応答

変形に与える影響が異なると考えるが、第 1 章に示した通り、本研究では、様々な周期を含

んだ地震波に対する劣化傾向を明らかとするために BSL 波が適当であると判断し、BSL 波

に絞った解析を実施することとした。基準となる BSL 波の波形を図 5.1 に、用いた各震度

に対応する地震波の加速度応答スペクトルを図 5.2 に、最大加速度を表 5.1 に示す。 

 

 

図 5.1 BSL 波の加速度波形 

 

 

図 5.2 各震度に対応する BSL 波の加速度応答スペクトル 

 

表 5.1 各震度に対応する BSL 波の最大加速度 

震度 震度 3 震度 4 震度 5 弱 

最大加速度 (gal) 38.7 122.4 219.0 
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耐力壁の復元力特性は、EPHM[5.6]に繰返し変形による荷重低下を考慮した改良

EPHM[5.7]を用いた。図 5.3 に改良 EPHM の復元力特性を示す。EPHM は、初期から終

局状態まで非線形挙動の大きい木造住宅の耐力壁を精度良く表現できる点が特徴である。

EPHM では繰返し変形の際に指向する荷重の最大点について、繰返し回数により変化させ

るべきとしつつも、平均的な一定の骨格曲線を採用している。つまり、一定の変形が複数回

にわたって繰り返される状況における剛性劣化が考慮されていない。一方、改良 EPHM で

は、経験変形と繰返し数に応じた剛性低減率𝛼𝑑（本研究における荷重残存率に相当、以下、

荷重残存率とする）を導入し、初期骨格曲線に乗じることによって指向点荷重の劣化現象を

表現している。しかし、改良 EPHM では 1/200rad 以上の耐力劣化を対象としており、中

地震による繰返し変形を考慮していない。そこで、1/200rad 未満の荷重劣化を評価するた

めに、第 4 章で釘接合部の実験結果に対しておこなった操作と同様の方法で、耐力壁の任

意変形での荷重残存率の算定を試みた。合板壁について第 4 章における各ステップでの荷

重残存率と繰返し数関係を、図 5.4 のように両対数表示し、直線回帰により傾きを求めた。

ここで、新規変形での荷重残存率は 100％であり、対数表示しているため近似直線の y 切片

を 2 とした。対数表示した荷重残存率と繰返し数関係を比例関係とみなせることは比較的

大変形の繰返しによる荷重低下傾向に着目した既往の研究[5.12]で報告されている内容と

も一致するところである。各ステップで得られた傾きを図 5.5 に示すように繰返し変形ごと

に並べてプロットした。変形が大きいほど近似直線の傾きが大きくなり、荷重低下が大きく

なることを示している。また、繰返し変形量と近似直線の傾きにも概ね比例の関係があるこ

とを確認した。変形が 0 の時は荷重低下が起こらないため y 切片を 0 とし、線形回帰によ

り傾きを求め、これを用いて式（5.1）のように荷重残存率の算定式を導出した。図 5.6 に

合板壁の荷重残存率の算出結果について、実験結果との比較を示す。また、図中には

1/200rad 以上の変形について、文献[5.7]で得られた荷重残存率を併せて示す。1/200rad 以

降では、本研究の推定値の方が耐力を過小評価する傾向があった。また、第 4 章で実施した

壁実験では 1/200rad 以上の変形の多数回繰返し加力を実施していないことを勘案し、振動

解析では 1/200rad 未満では式(5.1)、それ以降では文献値[5.7]の式（5.2）を用いて耐力劣

化を表現することとした。 

石膏ボード壁についても合板壁の場合と同様の操作をおこない、荷重残存率の算定式を

得た。ただし、変形と荷重残存率の傾き関係（図 5.7）において線形近似をおこなった場合、

1/1000rad の繰返し時の荷重残存率を過大評価したため、本研究ではより実験結果に適合さ

せるために図 5.7 に示すように 1/300rad 以下では式（5.3）、それ以上では式（5.4）に分け

てモデル化することとした。なお、式（5.4）については、1/300rad 時の荷重残存率の計算

値が式（5.3）と一致するように切片を調整した。また、1/200rad 以上の変位と荷重残存率

の傾き関係を決定する際には、既往の文献値[5.7]を参考とした。図 5.8 に石膏ボード壁の

荷重残存率の算出結果について、実験結果との比較を示す。 
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荷重残存率: 𝛼𝑑 (%) 

合板壁:    

(δ<1/200rad)  𝛼𝑑 = 102 ∙ 𝑁−0.005𝑥 ・・・(5.1) 

(δ≥1/200rad)  𝛼𝑑 = {(0.0003𝑁 + 0.6)𝑒−0.11𝑁0.45
− 0.0003𝑁 + 0.4} ∙ 𝛽𝑑・・・(5.2) 

ここで、 

𝛽𝑑 = 𝐾𝛽(𝛿 − 𝛿1/200) + 1 

𝐾𝛽 = 0.021𝑒−0.11𝑁0.52
− 0.021 

𝛿1/200：1/200rad 時の変形 

 

石膏ボード壁: 

(δ≦1/300rad) 𝛼𝑑 = 102 ∙ 𝑁0.0009𝑥2−0.0182𝑥 ・・・ (5.3) 

(δ＞1/300rad) 𝛼𝑑 = 102 ∙ 𝑁−0.0061𝑥−0.031 ・・・ (5.4) 

  𝑥：変形(mm)、𝑁：繰返し数（回） 

 

 

図 5.3 改良 EPHM の復元力モデル（文献[5.7]より改変） 
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図 5.4 合板壁の荷重残存率と繰返し回数の関係（両対数表示） 

 

 

図 5.5 変形と近似直線の傾きの関係（合板壁） 

 

 

図 5.6  荷重残存率の推定値と実験値の比較（合板壁）  

＊実線：推定値、点線：実験値、一点鎖線：文献値 [5.7] 
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図 5.7 変形と近似直線の傾きの関係（石膏ボード壁） 

 

 

図 5.8  荷重残存率の推定値と実験値の比較（石膏ボード壁）  

＊実線：推定値、点線：実験値 

 

また、第 4 章において小変形の繰返しによる降伏耐力などの強度特性値が低下しなかっ

たことより、本研究においては小変形を繰返し経験することによる新規変形での荷重低下

は起こらないこととして、図 5.9 に示すように、新規変形に入った場合には繰返し数を新た

に取り直すこととした。なお、指向点の荷重の決定要因としては、経験最大変形とその繰返

し数が支配的であるため、発生した地震が震度 3～震度 5 弱などと混在していた場合には、

最も震度の大きい地震とその発生回数を用いることで、評価可能であると考える。例えば、

震度 5 弱の地震波を受けた場合、次に同程度の変形を経験しない限りは指向点の荷重低下

を引き起こさないため、その後に受ける震度 3 のような地震波は指向点の荷重に影響を与

えないものとした。 
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図 5.9 新規変形に入った場合の荷重の設定 

 

解析モデルは、2 質点せん断系モデルとした。耐力要素は合板耐力壁及び石膏ボード壁の

2 種のみとし、仕上げはモデルに含めていない。合板壁は第 4 章で得られた包絡線の平均値

を基に骨格曲線を作成した。石膏ボードについては、第 4 章で実施した壁試験体が N50 釘

仕様であるため、日本で標準的な仕様（GN40 釘仕様）での実験結果[5.13]を基に骨格曲線

を作成し、式（5.2, 5.3）で求めた荷重残存率を適用した。合板壁、石膏ボード壁について、

壁 1 枚（幅 910mm）あたりの復元力モデルのパラメータを表 5.2、5.3 に、繰返し実験結果

と計算値との対応を図 5.10、5.11 にそれぞれ示す。なお、図中の赤線は骨格曲線を示す。 

解析条件の一覧を表 5.4 に示す。解析モデルの耐震性能は、ベースシア係数 C0（1 層の存

在せん断耐力/建物の総重量）で定義し、8 種（0.12、0.15、0.2、0.3、0.4、0.6、0.8、1.0）

とした。解析モデルは、耐力壁がバランスよく配置された延べ面積 100m2 の総 2 階の住宅

を想定し、壁量計算を満たす壁の量を設定した後、壁基準耐力を基に計算した C0 に応じて

重量配分をおこなった。壁量計算における要求せん断性能は各階の面積に応じて決定され、

建築基準法で規定されている最低要求性能は、1 階の場合は 0.568kN/m2 を、2 階の場合は

0.294kN/m2 を各面積に乗じることで計算される。そのためこの場合の要求性能は、1 階は

28.4kN、2 階は 14.7kN である。ここでは、壁許容耐力（壁倍率×1.96kN×0.91m）を合板

壁の場合は壁 1 枚当たり 4.46kN、石膏ボード壁は 1.60kN として計算した。また、一般的

な木造住宅を想定して振動台実験を実施した試験体仕様[5.14]を参考に、ここではいずれの

場合でも耐力比（1F/2F）は 1.2、重量比（1F/2F）は 1.5 とした。したがって、耐力要素が

全て合板壁であった場合には、1 階には 7 枚（31.22kN）、2 階には 6 枚（26.76kN）の壁量

を設定した。表 5.5 のように各層の重量は変更せずに、対応する倍数を乗じて保有耐力を変

更し、解析モデルの耐震性能を設定した。なお、最低要求性能を持つ住宅の C0 は 0.2 程度

である。 

その他の解析パラメータは、石膏ボード率 3 種（0％、20％、40％）、劣化条件 4 種（大

地震のみを入力する場合（健全）、震度 3 を 300 回入力した後に大地震を入力する場合、震

度 4 を 100 回入力した後に大地震を入力する場合、震度 5 弱を 10 回入力した後に大地震を

入力する場合）、大地震波 8 種とした。石膏ボード率は、せん断耐力の内に石膏ボードが占

める割合（石膏ボード壁による保有耐力/建物全体の保有耐力）で定義した。日本の木造住

宅における雑壁の耐力負担割合は、建物のせん断耐力の 1/3 程度だと言われており[5.15]、

新規変形では
骨格曲線まで荷重が回復

繰返し変形による
指向点の荷重低下
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この前後を想定したパラメータとした。復元力特性及び荷重残存率は石膏ボード率に応じ

て足し合わせた。解析に用いた地震動の一覧を表 5.6 に、加速度応答スペクトルを図 5.12

に示す。入力地震波は主に日本において実際に観測された地震波とした。ただし、想定波（霞

が関、東海）は地盤増幅特性を考慮して作成した地震波である。解析においては、主要動の

みを抽出して入力した場合と初期微動を含む地震波を入力した場合の 2 条件について検討

した。 

応答解析は、Newmark β 法（β=1/6）を用い、初期剛性比例型、減衰定数を 5％として

実施した。ただし、骨格曲線における荷重値は表 5.2、5.3 の 1.25 倍とした。これは、静的

実験と動的実験では、同様の仕様とした試験体の荷重計測値に 1.2～1.6 倍程度の差異があ

ることが報告されているためである[5.16]。 

 

表 5.2 合板壁 1P あたりの設定パラメータ 

K0 Kd F0 δ Kx Fx fx 

12.86 0.39 5.00 14.00 -0.57 7.43 1.29 

Kfi Kλu λλu Xλu γu γl kN or  

cm -0.20 0.60 -0.05 0.60 0.25 0.50 

 

表 5.3 石膏ボード壁 1P あたりの設定パラメータ（GN40 仕様） 

K0 Kd F0 δ Kx Fx fx 

6.50 0.12 2.10 5.00 -0.12 4.00 1.00 

Kfi Kλu λλu Xλu γu γl kN or 

cm -0.13 0.60 -0.04 5.00 0.35 0.60 

 

 

図 5.10 推定値と実験値の荷重変形関係の比較（合板壁） 
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図 5.11 推定値と実験値の荷重変形関係の比較（石膏ボード壁） 

 

表 5.4 解析パラメータ一覧 

C0 
石膏ボード率

(%) 
劣化条件 大地震波 

0.12, 0.15, 

0.20, 0.30, 

0.40, 0.60, 

0.80, 1.00 

0 

20 

40 

健全 

震度 3×300 経験後 

震度 4×100 経験後 

震度 5 弱×10 経験後 

8 種 

 

表 5.5 解析モデルの重量及び保有耐力の設定 

C0 
1 層重量 

(kN) 

2 層重量 

(kN) 

1 層の許容せん断耐力 

(kN) 

0.12 

93.64 62.43 

18.73 

0.15 23.42 

0.20 31.22 

0.30 46.83 

0.40 62.44 

0.60 93.66 

0.80 124.88 

1.00 156.10 
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表 5.6 大地震波として用いた観測波 

地震波 
最大加速度

(cm/s2) 

継続時間 (s) 

主要動のみ 

継続時間 (s) 

初期微動を含む 

KiK-net 益城波 4/14 EW 925.0 30 75 

KiK-net 益城波 4/16 EW 1156.9 30 75 

JMA 神戸波 NS 818.0 20 62 

JR 鷹取波 EW 657.0 20 53 

想定波（東海） 671.0 20 52 

想定波（霞が関） 768.4 25 92 

JMA 川口波 EW 1675.8 20 72 

KiK-net 日野波 NS 927.2 20 62 

 

 
図 5.12 解析に用いた地震波の加速度応答スペクトル 
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5.3 解析結果と考察 

本研究では、大地震波として主要動のみを入力した場合について詳細に検討し、解析結果

を 5.3.1 項で述べる。初期微動を含む地震波を入力した場合の解析結果についても 5.3.2 項

に示した。 

 

5.3.1 主要動のみを入力した場合 

図 5.13 に解析結果の一覧を示す。モデルごとに左から健全、震度 3 経験後、震度 4 経験

後、震度 5 弱経験後に対応する解析結果を並べて示した。なお、倒壊相当の変形角を 1/15rad

とし、これを上限として結果を示した。解析結果における倒壊率を表 5.7 に示す。図 5.14 に

健全の場合に大地震が入力された場合と比較した応答変形倍率を示す。また、表 5.8 に平均

応答倍率と最大応答倍率の一覧を示す。ただし、ここには健全時の応答変形が倒壊相当とな

った解析モデルの結果は含んでいない。 

応答倍率の平均値を見ると複数回の小・中地震による繰返し変形は、いずれの性能の木造

住宅の場合でも大地震時の最大応答変形にほとんど影響しないことが明らかとなった。本

解析では、小変形の繰返しが大変形時の耐力を低下させないとしているため、影響が小さく

なったと考える。最大応答変形倍率に注目した場合、震度 3 の地震を繰返し経験した場合

でも、いずれの性能の解析モデルにおいても応答変形の増加がみられないことがわかる。震

度 4 の地震の繰返しの場合は、C0＝0.2 以下のモデルで応答変形の増加がみられた。震度 5

弱の地震の繰返しでは、C0＝0.6 以下のモデルで応答変形の増加がみられた。高性能住宅の

場合であっても一部応答の増加がみられたが、高性能住宅の場合は健全時の応答変形が小

さいため、その影響は小さいと考える。 

全体として、地震波や住宅の耐震性能の組み合わせによって応答倍率のばらつきが大き

い結果であったため、耐震性能と繰返し小・中地震による応答倍率の相関関係を評価するこ

とは難しいと考える。概説すると、C0=0.3 未満の住宅については、震度 4 以上の中地震を

経験した場合に応答倍率を 1.2 倍、C0=0.3 から 0.6 程度の住宅については、震度 5 弱の中

地震を経験していた場合に 1.2 倍と見込んでおけば概ね安全側に評価可能であると考える

が、健全の場合と比較して最大で 1.2 倍を超える応答変形を示す場合があったことから、こ

こでは中地震の影響による応答倍率を一律 1.25 倍と見込むこととした。図 5.15 に解析結果

の平均値と健全時の平均応答値に 1.25 倍を見込んだ変形、さらに地震波による応答結果の

ばらつきを考慮した上限値を示す。ここで応答値が倒壊以上のものは一律 200mm としてい

るため、特に性能が低く応答が大きくなっている C0=0.2 までの住宅においては変形のばら

つきが見かけ上小さくなっていることに注意されたい。 

大地震被災後の継続使用のクライテリアと考えられる損傷は小破[5.17]程度であり、その

時の応答変形は、第 2 章での検討結果より概ね 1/60rad であることを示した。大地震時の

応答変形を 1/60rad 以下とするためには、平均的にみて新築時に C0=0.6 程度、応答のばら

つきを考慮した場合には 0.8 程度の性能が必要であることが示された。また C0=0.5 程度の
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住宅の場合、中地震による応答倍率として 1.25 倍を見込んだ場合には、その影響によって

継続使用のクライテリアを超えてしまう可能性が示された。さらに、耐震性能が低い場合に

ついては、新築時に大地震を受けた場合の変形が倒壊未満であった住宅が、複数回の中地震

を受けた影響によって倒壊相当となる可能性が示された。 

また、保有耐力の内に合板壁が占める割合と石膏ボード壁が占める割合によって影響が

変わる、具体的に石膏ボード壁の割合が高いほど荷重低下が大きくなり、応答変形が増加す

ると予想したが、耐力の内に石膏ボードが占める割合の違いで、最大応答変形や応答倍率に

特筆すべき差異はみられなかった。これは、大地震時には応答変形が必ず新規領域に入るた

めであると考える。このことから、大地震時の応答における中地震の影響について議論する

場合には、石膏ボードについて考慮する必要は小さいと考える。 

 図 5.16 に健全時の平均応答変形及び小・中地震による応答倍率を一律 1.25 倍として健全

時の平均変形にかけ合わせた場合のせん断力係数（C0）と最大応答変形関係を示し、それぞ

れを曲線近似した結果を示す。なお、図 5.15 では上限変形を 300mm と置き、倒壊相当と

なる解析結果が少なかった C0＝0.3 以上を対象として検討した。 

 小・中地震による応答倍率を 1.25 倍と見込んだ場合の変形は、健全時のせん断力係数を

0.85～0.95 倍したときの応答変形と対応している。このことから、耐震診断などで既存住宅

の耐震性能を評価する際、震度 4～震度 5 弱程度の地震を経験していた場合には、耐震性能

低減係数として概ね 0.9 を見込めば適切に評価可能であると考える。また新築時の必要耐震

性能に言い換えると、小・中地震による応答増加を想定した場合の耐震性能の割増係数は

1.1 倍程度となる。 

 

 

図 5.13 １層の最大応答変形の解析結果 
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表 5.7 倒壊変位を 200mm とした場合の解析結果の倒壊率（単位：％） 

C0 健全 震度 3 経験後 震度 4 経験後 震度 5 弱経験後 

0.12 79.2 75.0 79.2 70.8 

0.15 70.8 70.8 70.8 75.0 

0.20 66.7 66.7 62.5 708 

0.30 70.8 70.8 75.0 75.0 

0.40 12.5 12.5 12.5 12.5 

0.60 0.0 0.0 0.0 0.0 

0.80 0.0 0.0 0.0 0.0 

1.00 0.0 0.0 0.0 0.0 

 

 

図 5.14 最大応答変形の倍率 
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表 5.8 最大応答変形倍率の一覧 

C0 石膏ボード率 震度 3 経験後 震度 4 経験後 震度 5 弱経験後 

0.12 

0% 1.0 (1.00) 1.0 (1.16) 0.9 (0.90) 

20% 1.0 (1.00) 1.1 (1.14) 1.0 (1.00) 

40% 1.0 (1.00) 1.0 (1.01) 0.9 (0.95) 

0.15 

0% 1.0 (1.00) 1.0 (1.04) 1.0 (1.04) 

20% 1.0 (1.00) 1.0 (1.04) 0.9 (0.99) 

40% 1.0 (1.00) 1.0 (1.05) 0.9 (0.99) 

0.20 

0% 1.0 (1.00) 1.1 (1.21) 1.2 (1.19) 

20% 1.0 (1.00) 1.0 (1.00) 0.9 (1.06) 

40% 1.0 (1.00) 0.9 (1.00) 1.0 (1.05) 

0.30 

0% 1.0 (1.00) 1.0 (1.00) 1.0 (1.00) 

20% 1.0 (1.00) 1.0 (1.04) 1.0 (1.04) 

40% 1.0 (1.00) 1.0 (1.03) 1.0 (1.01) 

0.40 

0% 1.0 (1.00) 1.0 (1.06) 1.0 (1.11) 

20% 1.0 (1.00) 1.0 (1.00) 1.0 (1.04) 

40% 1.0 (1.00) 1.0 (1.00) 1.0 (1.05) 

0.60 

0% 1.0 (1.00) 1.0 (1.00) 1.0 (1.19) 

20% 1.0 (1.00) 1.0 (1.00) 1.0 (1.07) 

40% 1.0 (1.00) 1.0 (1.00) 1.0 (1.17) 

0.80 

0% 1.0 (1.00) 1.0 (1.00) 1.0 (1.00) 

20% 1.0 (1.00) 1.0 (1.00) 1.0 (1.00) 

40% 1.0 (1.00) 1.0 (1.00) 1.0 (1.00) 

1.00 

0% 1.0 (1.00) 1.0 (1.00) 1.0 (1.00) 

20% 1.0 (1.00) 1.0 (1.00) 1.0 (1.00) 

40% 1.0 (1.00) 1.0 (1.00) 1.0 (1.00) 

＊平均値、（最大値） 
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図 5.15 応答倍率を考慮した応答変形 
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図 5.16 C0 と応答変形関係 

 

小・中地震の繰返しにおける応答変形の増大について、各震度における地震波 1 回あた

りの最大応答変形の推移を図 5.17 に示す。震度 3 の地震についてはいずれの性能において

も、目立った応答変形の増大はみられず、この結果からも震度 3 地震の繰返しの影響を考

慮する必要がないことがわかる。震度 4、5 弱の地震については、著しく性能の低い木造住

宅の場合、具体的に震度 4 では C0=0.12 から 0.15 の住宅、震度 5 弱の地震に対しては、

C0=0.12 から 0.2 程度の住宅で応答変形の増大がみられた。しかし、現行基準に則って建て
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図 5.17 小・中地震の繰返しによる応答変形の推移 
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解析結果の傾向は、主要動のみを入力した場合と大きく変わらなかった。最大応答変形倍

率に注目すると、震度 3 の地震の繰返しは、いずれの性能の解析モデルにおいても応答変

形の増加がみられず、震度 4 の地震の繰返しでは、C0＝0.2 以下のモデルで、震度 5 弱の地

震の繰返しでは、C0＝0.6 以下のモデルで応答の増加がみられた。ただし、解析結果のばら

つきはあるものの中地震を経験した際の最大応答倍率が 1.3 倍になっており、主要動のみを

入力した場合と比較して、初期振動が応答倍率に微量ながら影響する可能性が示された。震

度 4 の中地震を経験した場合に C0=0.3 未満の住宅について応答倍率を 1.2 倍、震度 5 弱の

中地震を経験していた場合には C0=0.6 以下の住宅について応答倍率を 1.3 倍と見込んでお

けば概ね安全側に評価可能であると考える。 

 図 5.20 に健全時の平均応答変形及び小・中地震による応答倍率を一律 1.3 倍として健全

時の平均応答変形にかけ合わせた場合のせん断力係数（C0）と最大応答変形関係を示し、そ

れぞれを曲線近似した結果を示す。なお、前項と同様に上限変形を 300mm と置き、C0＝0.3

以上を対象として検討した。小・中地震による応答倍率を 1.3 倍と見込んだ場合でも、主要

動のみを入力した場合と大きく変わらず、震度 4～震度 5 弱程度の地震を経験していた場合

の耐震性能低減係数として概ね 0.9 を見込めば適切に評価可能であると考える。またこの場

合に、大地震時の応答変形を 1/60rad 以下とするためには平均的にみて新築時に C0=0.62

以上の性能が必要であることが示された。 
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図 5.18 １層の最大応答変形の解析結果 
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表 5.9 最大応答変形倍率の一覧 

C0 石膏ボード率 震度 3 経験後 震度 4 経験後 震度 5 弱経験後 

0.12 

0% 1.0 (1.00) 1.0 (1.03) 0.9 (0.96) 

20% 1.0 (1.00) 1.0 (0.99) 1.0 (0.98) 

40% 1.0 (1.00) 0.9 (0.93) 0.9 (0.94) 

0.15 

0% 1.0 (1.00) 1.0 (0.99) 0.9 (0.98) 

20% 1.0 (1.00) 1.0 (1.02) 0.9 (0.99) 

40% 1.0 (1.00) 1.0 (1.04) 0.9 (0.98) 

0.20 

0% 1.0 (1.00) 1.1 (1.17) 1.1 (1.17) 

20% 1.0 (1.00) 1.1 (1.08) 1.1 (1.10) 

40% 1.0 (1.00) 0.9 (1.00) 0.9 (0.99) 

0.30 

0% 1.0 (1.00) 1.0 (1.00) 1.0 (0.99) 

20% 1.0 (1.00) 1.0 (1.04) 1.0 (1.01) 

40% 1.0 (1.00) 1.0 (1.00) 1.0 (1.00) 

0.40 

0% 1.0 (1.00) 1.0 (1.04) 1.0 (1.28) 

20% 1.0 (1.00) 1.0 (1.00) 1.0 (1.06) 

40% 1.0 (1.00) 1.0 (1.00) 1.0 (1.03) 

0.60 

0% 1.0 (1.00) 1.0 (1.00) 1.1 (1.26) 

20% 1.0 (1.00) 1.0 (1.01) 1.0 (1.08) 

40% 1.0 (1.00) 1.0 (1.00) 1.1 (1.21) 

0.80 

0% 1.0 (1.00) 1.0 (1.02) 1.0 (1.00) 

20% 1.0 (1.00) 1.0 (1.00) 1.0 (1.00) 

40% 1.0 (1.00) 1.0 (1.00) 1.0 (1.00) 

1.00 

0% 1.0 (1.00) 1.0 (1.00) 1.0 (1.00) 

20% 1.0 (1.00) 1.0 (1.00) 1.0 (1.00) 

40% 1.0 (1.00) 1.0 (1.00) 1.0 (1.00) 

＊平均値、（最大値） 
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図 5.20 C0 と応答変形関係 
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5.4 まとめ 

使用期間における複数回の小・中地震による繰返し変形が大地震時の木造住宅の応答変

形に与える影響を明らかとするために、繰返し小変形による劣化を考慮した地震応答解析

を実施した。その結果、以下のことが明らかとなった。 

 健全の場合と比較して、最大で応答変形が 1.2 倍を超える場合があった。健全時の応答

変形が倒壊または継続使用のクライテリア付近となる住宅の場合は、中地震の繰返し

による応答倍率（1.25 倍）の影響が大きくなる可能性がある。そのため、新築時の耐震

性能に余力を持たせておくことの重要性が改めて示された。 

 応答倍率を一律 1.25 倍とすると、震度 4・震度 5 弱の中地震を経験した既存住宅の耐

震性能低減係数は 0.9 程度となる。また新築住宅について中地震の影響を考慮した場合

の必要耐力の割増係数は 1.1 程度である。 

 一方で、平均的にみると複数回の中地震は大地震時の木造住宅の応答変形を増加させ

ず、その影響は小さいと言える。 

 大地震後の継続使用を想定した場合の必要性能は平均的に見て C0＝0.6 程度である。 

 耐震性能が著しく低い住宅の場合には、繰り返される中地震時の応答変形が増加する

可能性がある。一方で、現行基準を満たす住宅には、ほとんど応答変形の増加がみられ

ない。 
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第 6章 本論のまとめ 

 

6.1 本論文の結論 

 本研究の目的は、小・中地震による繰返し変形が木造住宅の耐震性能や大地震時の応答変

形に与える影響を明らかとするとともに、大地震後の継続的な使用を考えた場合に必要な

耐震性能を繰返し変形による劣化を考慮して提案することである。 

 本研究では、釘接合部及び耐力壁の繰返し実験を実施し、それぞれで得られた荷重劣化傾

向を関連付けること、実験で得られた結果を用いて解析的に住宅の応答変形を検討するこ

とを念頭においた積み上げ型の研究であることが特色である。本研究では一般的な木造住

宅を想定し、小・中地震を想定した耐震性能について検討したが、劣化傾向の異なる耐力要

素を用いた場合についての適応可能性を示したものでもある。 

本研究で得られた成果を、第 2 章から第 5 章に分けて以下に示す。 

 

第 2 章では、地震時の木造住宅の内外装仕上げの損傷状況から経験最大層間変形を推定

するための指標について検討した。仕上げ付き耐力壁の静的実験によって経験変形と損傷

状況の関係を把握するとともに、実大振動実験の結果やその他の既往研究の報告と併せて

整理することにより、推定指標を提案した。内装仕上げの損傷状況と経験変形については比

較的対応関係がみられたことから、地震被災後の構造躯体の損傷評価に用いることの可能

性が示された。一方で、外装仕上げの損傷状況と経験変形関係については、仕上げの種類に

よってばらつきが大きいことが明らかとなり、特に地震被害調査のような遠目からの目視

による調査では、経験変形の推定精度が低下する可能性が示された。 

2016 年熊本地震を被災した木造住宅の使用状況についての追跡調査より、被災住宅のほ

とんどが継続使用されていない現状が示された。小破に分類される被害レベル D2 の建物で

もその半数が取り壊されている状況から、大地震被災後の継続使用のためには、被害レベル

を D2 程度に留める必要がわかった。先に提案した外装仕上げの損傷状況から経験最大変形

を推定するための指標と照合した結果、被害レベル D2 に相当する変形角は 1/60rad 前後

であることが明らかとなった。 

以上のことから、大地震後の継続使用のための変形の限界値（継続使用限界変形角）を

1/60rad として提案した。 

 

第 3 章では、耐力壁のせん断性能を決定づける釘接合部について、小変形を繰返し与え

る一面せん断実験を実施し、その劣化傾向について論じた。 

面材として合板、OSB、MDF、石膏ボードを採用したが、いずれの面材の場合において

も、繰返し小変形が釘接合部の降伏耐力や最大耐力といった強度特性値に影響を与えない

ことが明らかとなった。ただし、同振幅が繰り返される状況において、1/2000rad といった
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微小な変形の場合でも荷重の低下を確認した。また、石膏ボードの荷重低下傾向はその他の

面材と比べて特に大きかった。本研究で取り上げた木質面材の荷重低下傾向は、いずれの面

材を用いた場合でも概ね同様であった。 

 

第 4 章では、繰返し小変形が実大耐力壁のせん断性能へ与える影響を実験的に検証した。

第 3 章より、合板、OSB、MDF といった木質系面材については同様に評価可能と判断し、

合板壁、石膏ボード壁、筋かい壁を対象とした実験を実施した。 

合板壁、石膏ボード壁については、釘接合部の実験と同様、小変形の繰返しが強度特性値

に明確な影響を与えないこと、同振幅繰返し時の荷重低下が起こることを確認した。また、

実大壁においても石膏ボードの荷重低下傾向は合板壁と比較して大きいことがわかった。

一方で、筋かい壁については 1/200rad 程度までの小変形の繰返しによる明確な荷重低下傾

向がみられなかった。第 3 章の釘接合部実験の結果を用いて、実大壁の荷重低下傾向が説

明可能かについて検証した。戸田らが提案している各釘接合部が異なる荷重変形関係を持

つ場合の耐力壁の荷重変形関係の推定方法において、各所の釘接合部性能として釘接合部

実験の結果から定式化した各釘の経験最大変形と繰返し数に応じた荷重残存率をかけ合わ

せることで概ね評価が可能であることを確認した。釘接合部の繰返し実験結果を用いて壁

の性能のみならず、住宅の応答変形について検討可能なことを示した。 

 

第 5 章では、第 4 章で得られた合板壁及び石膏ボード壁の経験変形と繰返し数に応じた

荷重残存率を用い、２質点系せん断モデルを用いた応答解析を実施した。 

解析結果を平均的に見た場合、いずれの耐震性能の住宅においても小変形の繰返しが大

地震時の応答変形に与える影響が小さいことが明らかとなった。応答倍率の最大値に着目

した場合、震度 3 の地震波はいずれの耐震性能の住宅でも応答結果に影響を与えず、震度 4

では C0=0.2 以下の住宅に、震度 5 弱では C0=0.6 以下の性能の住宅に影響を与える可能性

がわかり、その倍率の最大値は 1.25 倍程度となった。健全時の応答変形が倒壊に近い住宅

や、継続使用限界変形に近い住宅については、応答倍率 1.25 の持つ影響が大きくなると考

える。一方で、高耐震住宅については一般に元々の応答変形が小さいため、その影響は小さ

くなると考える。 

C0=0.3～1.0 の住宅において、小変形の繰返しを受けることによる応答倍率を一律に 1.25

倍と見込んだ場合の変形は健全時の 0.85～0.95 倍の耐震性能を持つ住宅に対応したことか

ら、震度 4 以上の中地震を経験した既存住宅の耐震性能低減係数として 0.9 を提案する。言

い換えると小・中地震による応答増加を見込んだ場合に必要な耐力割増係数は 1.1 程度であ

る。 

 大地震後の継続使用を考えた場合、応答変形を継続使用限界変形角(1/60rad)に留めるた

めに木造住宅に必要な耐震性能は、平均的に見て C0 換算値で概ね 0.6 程度である。 

 以上のように、本研究では、木材の痩せによる初期剛性の低下、蟻害や腐朽などの生物劣
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化がないという条件の下、木造住宅が使用期間に受ける複数回の小・中地震による小変形の

繰返しが大地震時の応答変形に与える影響について論じた。その結果、著しく耐震性能の低

い住宅を除けば、震度 4 までの中地震を複数回経験する場合でも大きな応答変形の増加を

示さず大地震時の応答変形にも影響しないことから、考慮する必要が小さいことが明らか

となった。震度 5 弱を超えるような地震の場合には、その後の大地震時の応答増加の可能

性が示され、設計時の耐震性能に余力を持たせておくことの重要性を改めて示す結果とな

った。既存住宅についても中地震を経験していた場合には、耐力低減率を 0.9 前後として必

要耐震性能に対して少し余裕をもって補強を施すことで、より長く使い続けることのでき

る住宅が実現するのではないかと考える。 
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6.2 今後の展望 

 本研究では、木質面材と軸組材の釘接合部について小変形の繰返しが強度特性値に与え

る影響や荷重低下傾向を検証し、得られた結果を用いてタイロッド式での実験で得た面材

耐力壁の荷重低下傾向が推定可能であることを示した。しかし、実際の耐力壁の場合には柱

-土台、柱-梁接合部も繰返し変形している。柱-土台接合部では、ビス留めのホールダウン金

物などが多用されており、これらの荷重低下がどの程度耐力壁の性能低下に影響するかを

確認しておく必要があると考える。また、釘やビスの変形量に差がなく、一様に変形する接

合や、一か所で高耐力を期待するような接合においては繰返し変形による荷重低下の影響

が大きくなると考える。そのような接合部の評価のために、鋼板-軸組材のビス接合部の繰

返し加力実験を実施し、劣化傾向を確認するとともに、ビスの群効果の有無についても確認

することが課題として挙げられる。 

大地震後の継続使用を考えた場合に必要な耐震性能は平均的に見て C0=0.6 程度であると

述べた。これは新築住宅においては高倍率耐力壁の採用などで比較的容易に実現可能であ

る性能といえる。しかし既存住宅については、少なくとも大地震経験後にはなんらかの耐震

補強が必要となることが想定される。さらに 2 度目の大地震被災を想定した際には、比較

的高性能な住宅にも耐震補強が必要となることも考えられる。また、既存不適格になるよう

な著しく耐震性能の低い住宅においては、中地震による荷重劣化に対して補強が必要にな

る。耐震補強促進のためには、可能な限り簡易な耐震補強方法の提案が望まれるが、補強方

法とその効果について十分な知見があるとは言えず、データの蓄積が課題となっていると

ころである。面材壁については釘の増し打ちなどの補強方法が一般に考えられるが、初期剛

性の回復が困難であると報告した例もあり、初期剛性を回復させつつ、柱脚接合に過度な引

き抜き力を作用させない、つまり最大耐力を上昇させない補強方法の提案も必要と考える。 

本研究で提案した地震時の仕上げの損傷状況から経験最大変形を推定する指標について、

外装仕上げ、特にサイディング仕上げの損傷から経験最大変形を推定した場合、内装仕上げ

の損傷状況から推定する場合と比較してその精度が落ちることが示唆された。特に大規模

な地震被害調査の際には外装の被害状況をもとに経験最大変形角を推定し、被災度を決定

するため、今後の推定精度向上が望まれる。また、簡便で推定精度の高い調査方法の提案が

望まれるところである。一つとして、モルタル仕上げなどの損傷が比較的明瞭に表れる仕上

げについては、損傷写真を基に AI を活用して評価できる可能性があると考えている。 

 



 

-117- 

本論文に関係する発表論文 

 

◼ 査読論文（3 編） 

1)  井上涼, 森拓郎, 田中圭, 瀧裕, 五十田博:  木造住宅の地震時仕上げ損傷状況と経験層

間変形の関係, 日本建築学会技術報告集, 第 26 巻, 第 64 号, 917-922, 2020.10 

2)  Ryo Inoue, Takuro Mori, Ayano Ariki, Shinya Matsumoto:  Evaluation of single shear 

performance of nailed joint damaged by cyclic deformation due to moderate earthquakes, 

Construction and Building Materials, 342, 128044, 2022, 

https: //doi.org/10.1016/j.conbuildmat.2022.128044 

3)  Ryo Inoue, Takuro Mori, Shinya Matsumoto: Effect of numerous small deformations 

caused by moderate earthquakes on shear performance of wooden walls, Construction 

and Building Materials, 364, 130016, 2023, 

https://doi.org/10.1016/j.conbuildmat.2022.130016 

 

◼ 国際会議論文（2 編） 

1)  Ryo Inoue, Takuro Mori, Ayano Ariki, Shinya Matsumoto:  Evaluation of single shear 

performance of nailed joint damaged by cyclic deformation due to moderate earthquakes, 

World conference on timber engineering, 2021.8 

2)  Ryo Inoue, Takuro Mori, Kotaro Sumida, Hiroshi Isoda, Kei Tanaka, Toshiaki Sato:  

Status of wooden houses in Mashiki town two years after the 2016 Kumamoto 

earthquakes, 17th World Conference on Earthquake Engineering, 2021.9 

 

◼ その他の論文（12 編） 

1)  井上涼, 森拓郎, 角田功太郎, 五十田博:  耐震等級の異なる木造住宅の耐震性能と損

傷度合いの差異に関する研究, 日本建築学会中国支部研究報告集, pp.85-88, 2018.3 

2)  角田功太郎, 井上涼, 森拓郎, 五十田博:  耐震等級の異なる木造住宅の地震時応答と

損傷度合いの差異に関する研究 その 1 耐震等級 1, 3 住宅試験体の比較, 日本建築学

会大会学術講演梗概集構造Ⅲ, pp.33-34, 2018.9 

3)  井上涼, 森拓郎, 角田功太郎, 五十田博:  耐震等級の異なる木造住宅の地震時応答と

損傷度合いの差異に関する研究 その 2 耐震等級 3, 5 住宅試験体の比較, 日本建築学

会大会学術講演梗概集構造Ⅲ, pp.35-36, 2018.9 

4)  桑原葵, 中辻英子, 角田功太郎, 井上涼, 田中圭, 森拓郎, 佐藤利昭, 五十田博:  2016

年熊本地震における益城町の悉皆調査結果の分析及び考察（その 2）多変量解析による

全壊要因の分析Ⅱ及び現況調査の分析と考察, 日本建築学会九州支部研究報告集 , 

pp.593-596, 2019.3 



 

-118- 

5)  井上涼, 森拓郎, 角田功太郎, 五十田博, 桑原葵, 田中圭, 佐藤利昭:  2016 年熊本地震

より 2 年後の益城町における木造住宅の現状, 第 69 回日本木材学会大会研究発表要旨

集, 2019.3 

6)  桑原葵, 中辻英子, 角田功太郎, 井上涼, 田中圭, 森拓郎, 佐藤利昭, 五十田博:  2016

年熊本地震の被害を受けた益城町中心部の 2 年後の現況調査 -震源断層からの距離と

建物状況の関係及び多変量解析による検討-,日本建築学会大会学術講演梗概集構造Ⅲ, 

pp.381-382, 2019.9 

7)  井上涼, 森拓郎, 角田功太郎, 田中圭, 五十田博:   地震後の継続使用を想定した戸建

木造住宅の必要耐震性能, 日本建築学会中国支部研究報告集, 第 43 巻, pp.209-212, 

2020.3 

8)  井上涼, 森拓郎, 角田功太郎, 田中圭, 五十田博:   大地震後の継続使用を想定した木

造住宅の要求耐震性能 , 日本建築学会大会学術講演梗概集 , 構造Ⅲ, pp.447-448, 

2020.9 

9)  井上涼, 森拓郎, 有木彩乃, 松本慎也:  小・中地震による繰り返し変形が木造住宅の耐

震性能に与える影響 その１ 釘接合部の一面せん断耐力における疲労の影響, 日本

建築学会中国支部研究報告集, 第 44 巻, pp.213-216, 2021.3 

10)  井上涼, 森拓郎, 有木彩乃, 松本慎也:  釘接合部の一面せん断性能に及ぼす疲労の影

響, 日本建築学会大会学術講演梗概集, 構造Ⅲ, pp.341-342, 2021.9 

11)  井上涼, 森拓郎, 松本慎也:  小・中地震による繰り返し変形が木造住宅の耐震性能に与

える影響 その 2 合板及び石膏ボード壁における繰り返し変形の影響, 日本建築学会

中国支部研究報告集, 第 45 巻, pp.255-258, 2022.3 

12)  井上涼, 森拓郎, 松本慎也:  小・中地震による小変形の繰り返しが大地震時の木造住宅

の応答変形に及ぼす影響, 日本建築学会大会学術講演梗概集 , 構造Ⅲ, pp.183-184, 

2022.9 

 

  



 

-119- 

謝辞 

 

 私は、学部 4 年生から研究室に在籍した 6 年間において、木造住宅の更なる長期使用に

向けて、大地震後の継続使用を想定した必要耐震性能や劣化の評価に関する研究に取り組

んできました。本研究を遂行するにあたり、多くの方々のご指導、ご支援をいただきました。 

 当研究室の森拓郎准教授には、指導教員として 6 年間にわたり一貫して研究のご指導を

賜り、多大なご助力と激励をいただきました。本研究のテーマ以外にも、様々な研究に関わ

る機会を与えてくださり、学内のみならず、学外施設での実験や学会での研究発表などの

数々の経験を積ませていただきました。ここに深く感謝するとともに、厚く御礼申し上げま

す。 

副査をしてくださった広島大学の大久保孝昭教授、三浦弘之准教授、大分大学の田中圭准

教授には、本論文をまとめるにあたって数多くの貴重なご意見、ご指摘をいただきました。

また本学の先生方には、日ごろの研究の進捗についてのご助言をいただきました。また、京

都大学生存圏研究所の五十田博教授には、実大振動実験及び熊本地震の調査、資料提供など、

多大な機会、ご助言をいただきました。ここに深く感謝するとともに、厚く御礼申し上げま

す。 

第 1 章で実施した振動解析においては、京都大学生存圏研究所の中川貴文准教授に助言

を賜りました。ここに厚く御礼申し上げます。 

第 2 章で使用した 2016 年熊本地震被災住宅の使用状況データの収集においては、被災さ

れたにもかかわらず協力を惜しまれなかった益城町の方々に改めてお礼申し上げます。調

査では、前述の五十田博教授、田中圭准教授、九州大学の佐藤利昭准教授にご指導を賜りま

した。現地調査に際しては、京都大学、九州大学、大分大学、広島大学の学生諸氏に協力を

いただきました。仕上げの損傷と経験変形の関係の検討において、静的壁実験は LIXIL 財

団の助成によって実施しました。また実験に際して、瀧裕さん（当時大分大学生）に協力い

ただきました。また、既往の振動実験の損傷状況に関しては、住宅情報館株式会社、財団法

人建材試験センターに資料提供のご協力をいただきました。実大住宅の振動実験は、防災科

学技術研究所の E-Defense で実施しました。損傷観察においては、当研究室の 4 年生（当

時）の協力を得ました。ここに厚く御礼申し上げます。 

第３、4 章で実施した実験は、近畿大学工学部の実験施設で実施しました。近畿大学の松

本慎也准教授には、実験計画段階からご協力いただき、実験のみならず多大なご協力を受け

ました。実験作業では、柴橋諒さん（当時近畿大学生）に協力いただきました。 

6 年間を過ごした広島大学大学院先進理工系科学研究科建築学プログラム 建築構造力学

研究室でご一緒した皆様には、日ごろの生活のサポートから研究に関するご協力まで、幅広

くお世話になりました。また、現在奈良女子大学におられる角田功太郎助教には、研究に関

わることから学生生活や進路のことまで、何でも相談に乗っていただきました。皆様のご指



 

-120- 

導、ご鞭撻に対し心から御礼申し上げます。 

最後に、常に支え、励ましてくれた両親と友人諸氏に感謝いたします。 

 本研究を遂行するにあたり日本学術振興会特別研究員 DC2 の支援を受けました。 

 

2023 年 3 月 


